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総合計画基本構想審査特別委員会記録 
 

○開催日時 

平成２６年１１月４日 午前１０時～午後２時５５分 

───────────────────────────────────────── 

○開催場所 

第３委員会室 

───────────────────────────────────────── 

○出席委員（１２人）

   委 員 長  持 原 秀 行 

   副委員長  下 園 政 喜 

   委  員  江 口 是 彦 

   委  員  川 畑 善 照 

   委  員  福 田 俊一郎 

   委  員  井 上 勝 博 

   委  員  中 島 由美子 

   委  員  谷 津 由 尚 

   委  員  小田原 勇次郎 

   委  員  成 川 幸太郎 

   委  員  帯 田 裕 達 

   委  員  森 満   晃 

───────────────────────────────────────── 

○その他の議員 

   議  員  杉 薗 道 朗   

───────────────────────────────────────── 

○説明のための出席者 

   企 画 政 策 部 長  永 田 一 廣 

   企 画 政 策 課 長  上大迫   修 

────────────── 

危 機 管 理 監  新 屋 義 文 

新エネルギー対策監  松 枝 賢 治 

   市 民 福 祉 部 長  春 田 修 一 

建 設 部 長  泊   正 人 

消 防 局 長  新 盛 和 久 

水 道 局 長  落 合 正 浩 

                                

───────────────────────────────────────── 

○事務局職員 

   議 事 調 査 課 長  道 場 益 男 

   課 長 代 理  南   輝 雄   

主幹兼議事グループ長  瀬戸口 健 一 

   主 幹  久 米 道 秋 

   議 事 グ ル ー プ 員  柳   裕 子 

───────────────────────────────────────── 

○審査事件 

議案第１１１号 第２次薩摩川内市総合計画基本構想を定めるについて 

・ 第２編基本構想 第３章政策展開の基本方針について 

   ⑴ 政策１ 健やかに生き生きと暮らせるまちづくりについて 

   ⑵ 政策２ 快適で魅力的な住み続けたいまちづくりについて 

───────────────────────────────────────── 
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△開  会 

○委員長（持原秀行）これより総合計画基本構

想審査特別委員会を開催いたします。 

 本日の委員会は、お手元に配付しております審

査日程により審査を進めたいと思いますが、御異

議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）御異議ありませんので、

お手元に配付しております審査日程により審査を

進めます。 

 ここで、傍聴の取り扱いについて申し上げます。

現在、傍聴の申し出はありませんが、会議の途中

で傍聴の申し出がある場合は、委員長において随

時許可をいたします。 

────────────── 

△議案第１１１号 第２次薩摩川内市総合

計画基本構想を定めるについて 

○委員長（持原秀行）それでは、１０月３０日

の委員会に引き続き、審査を一時中止しておりま

した議案第１１１号第２次薩摩川内市総合計画基

本構想を定めるについてを議題とします。 

 本日は、基本構想第２編、第３章政策展開の基

本方針のうち、１及び２について審査を行います。 

 なお、審査に当たっては、この政策展開の基本

方針に基づき、基本計画の施策ごとに説明を受け、

質疑を行うこととしたいと思いますので、御了承

を願います。 

────────────── 

△政策１ 健やかに生き生きと暮らせるま

ちづくりについて 

○委員長（持原秀行）それでは、政策１に基づ

く基本計画の施策１について、当局に説明を求め

ます。 

○企画政策課長（上大迫 修）おはようござい

ます。 

 では、基本計画に基づきまして、施策ごとに説

明申し上げます。 

 お手元に資料６を準備いただきまして、３ペー

ジをお開きください。よろしいでしょうか。 

政策につきましては、資料５の１０ページでご

ざいますので、よろしくお願い申し上げます。 

 政策１番、健康福祉、健やかに生き生きと暮ら

せるまちづくりのうち、施策の１番として、「生涯

を通じた健康づくりの推進と医療体制の充実」と

いうことで整理をいたしました。 

 まず、現状と課題でございますが、それぞれ現

状と課題の枠に①②③というふうに付記してござ

いますが、これは右側のページ、政策展開の方向

性の①②③と相対的に対比させてあるということ

で、お目通しをお願いしたいと思います。 

 まず、現状と課題の１番でございますが、近年

の高齢化が進む中で、生活習慣病等の増加等が見

られることから、今後の対応としては、健康寿命

を延ばすことの重要性が認識されてきたこと、高

齢者になっても自立して豊かな生活が送れるよう、

市民一人一人が食事や運動等の生活習慣に関する

健康意識を高め、病気になりにくい健康な体をつ

くり、維持していくことが求められているという

現状。 

 また、二つ目には、がんなどの生活習慣病や心

の病気を抱える人がふえていること、特に本市の

場合、男性の肺がんと脳血管疾患の死亡率が高い

ことから、がん検診や生活習慣病予防のための健

康支援などを図っていく必要があるとし、加えて

新型インフルエンザ等の感染症の発生や蔓延等を

防止する対策が必要であるというふうに現状をし

ております。 

 三つ目には、救急医療も含めました安全安心な

医療体制が維持されておりますが、特に地域の課

題となっております産科、小児科等を中心に医師、

看護師の不足が目立っていることから、救急医療

機関の適正利用や医療体制の堅持などの対策が求

められていること。 

 加えて、甑地域におきましては、特に医療従事

者が不足しており、その対策が急務となっている

ことを課題として掲げております。 

 加えて、診療所の維持補修や医療機器の整備な

どを計画的に進めるとともに、藺牟田瀬戸架橋の

完成を見据え、診療施設の効率的な配置の検討の

必要があるということを現状として示しておりま

す。 

 次に、目指すべき姿は、基本計画期間５年後、

平成３１年度末におきましての基本目標でござい

ます。その状態を示しております。健康に対する

市民の意識が向上し、地域に求められている医療

体制が整っていること、これをはかるバロメー

ター、捕捉の手法としまして、成果指標とその目

標値を示しておりますが、成果指標については三

つでございます。 

 市民アンケート調査によりまして、一つ目に、
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健康づくりに自主的に取り組んでいる市民の割合

を現状値、これは平成２６年の４、５月に調査を

いたしました現状値でございますが、アンケート

調査によりまして６６％の方が健康づくりに自主

的に取り組んでいるということで回答をいただき

ましたが、これを、欄外になります下段の米印の

２を見ていただきますと、約１０％以上の増加を

目指す矢印としてございます。６０％台の回答を

得たものにつきましては、１０％以上伸ばすとい

う努力目標といいますか、目標値を示しておりま

す。 

 次に、アンケート調査の休日や夜間など緊急時

の医療体制に関する市民の満足度につきまして、

７０％の回答をいただいておりますが、今後につ

きまして５％以上の伸びをやっていくということ

で目標としております。 

 次に、かかりつけ医がいると回答した市民の皆

さんの割合も、７３％の回答を得ておりましたの

で、これを５％以上は伸ばしていくというような

目標値の設定でございます。 

 次は、右側になります。このため、現状と課題

に対応し、施策の展開方向としましては、①に健

康に対する市民意識の向上とし、若いうちからの

自分の健康に関心を持ってもらうためのポピュ

レーションアプローチということで欄外に書いて

ございますが、年代を問わず、市民全体を対象と

した食育等の健康意識の向上を図るための取り組

みを行うことを①に記載してございます。 

 ②は健康づくりの推進ということで、疾病予防、

早期発見、療養に結びつけるための特定健診、人

間ドック等各種検診を充実し、受診しやすい体制

を整えるとともに、感染症などの発生・蔓延防止

対策に取り組みます。 

 二つ目には、健診受診後の必要な情報の提供や

相談、指導を充実しますというふうにいたしまし

た。 

 三つ目でございます。医療体制の整備につきま

しては、二つ書いてございますが、在宅当番、夜

間当番病院等の充実、休日の医師・看護師の確保、

救急医療に関する情報の提供など、安心して医療

が受けられるよう医療機関と行政が連携し、救急

医療体制を堅持していきますという形でしてござ

います。 

 二つ目に、甑地域の医療体制につきましては、

診療施設の効率的な配置及び充実を図るとともに、

医師・看護師の負担軽減を図ることによる安定的

な医療体制の確立に努めるというふうにまとめた

ところでございます。 

 施策体系は、生涯を通じた健康づくりの推進と

医療体制とし、今申し上げました①から③がそれ

を支える方向性となっております。 

 最後になりますが、市民と行政の役割とし、市

民の部分は「（市民）、（事業者）、（地域・団体）、

（医療機関）」ということで、それで記載してござ

います。 

 「（市民）」の役割の分担のところにつきまして

は、自助としまして、かかりつけ医を持ち、重複

診療やコンビニ受診を控えましょう、生活習慣に

関心を持ち、健康づくりに努めましょうといった

部分、「（事業者）」につきましては、従業員の健康

に気を配っていただきたい、積極的に支援しまし

ょう、また「（地域・団体）」としましては、健康

づくりに対する意識の醸成及び地域で誘い合って

各種検診を受診しましょうといった部分、また

「（医療機関）」といたしましては、適切な医療提

供とともに医療従事者の確保・育成に努めましょ

うということで書く一方、行政の役割としまして

三つでございます。 

 健康づくりに対する市民意識の向上のための普

及啓発に努めるとともに、各種の健康づくり事業

を推進します。 

二つ目には、当番医等のことがございますので、

夜間当番病院やその他の医療機関の診療科目等の

医療環境に関する情報を適切に皆さんにお知らせ

します。 

三つ目には、医療体制の確立に努め、夜間・休

日を問わず、安心して受けられるよう体制の確立

を目指しますとしてございます。 

 今回、このような形で整理をいたしましたが、

再度復唱になりますけど、現状と課題につきまし

ては、今後５年間において、この施策分野におい

て課題とし、現状を分析し、課題等と掲げて、そ

れに向かった方向性を施策の方向性の形で示して

おりますので、現状と課題につきましては、ある

程度現状に絞り込んだといいますか、わかりやす

くまとめた形になっておりますので、よろしくお

願い申し上げたいと思います。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑



－4－ 

を願います。 

○委員（谷津由尚）基本計画も同時進行でいい

んですね、という認識でよろしいんですね。 

○企画政策課長（上大迫 修）はい。 

○委員（谷津由尚）御説明ありがとうございま

す。いろいろ基本計画の具体的なところに入って

いくわけですけども、今は基本計画の中のまずは

２項目なんですが、まず１項目なんですけど、体

系的によくわからないんですよ。 

 例えば、「健やかに生き生きと暮らせるまちづく

り」という基本構想があって、これにリンクして

いる基本計画があるわけです。基本構想の中では、

次の、また「快適で魅力的な住み続けたいまちづ

くり」というのがあるわけですけど。これらがど

ういうふうに体系的に結合しているのかというの

がなかなかわかりづらい。その結果、やっぱり政

策展開の基本方針のところである「健やかに生き

生きと暮らせるまちづくり」という項目ずつが、

それぞれが独立して存在をしている。 

 これが全部成就したときに、総合的な効果がど

うなるのか、総合的な結果として、薩摩川内市の

経済ですとか、福祉ですとか、住みやすさですと

か、そういう指標にどうやって総合的にあらわれ

てくるのかなというのがまず見えないんですよ。

それは、もともとそういうつくり方をされていな

いからそうなんでしょうけども、まずこの点につ

いて御答弁をお願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）いきなり３ペー

ジから説明を申し上げましたが、前のページ、

１ページ、２ページのほうをごらんいただきまし

て、政策・施策の体系として再度説明申し上げて

みたいと思いますが、基本的に、基本理念、将来

都市像から六つの政策を掲げさせていただいてお

ります。 

 その政策に対しまして、１番目の健康・福祉に

つきましては右側のほうに四つの施策を、２番目

の政策につきましては五つの施策をということで

掲げておりまして、もちろん掲げた施策ごとに、

右側の２ページにありますように、施策の方向性

を示しているところでございます。 

 今回、この部分で施策の成果指標というのを掲

げた部分がございますが、先ほど説明いたしまし

たとおり、それぞれの施策について５年後の到達

目標を掲げ、それをはかる物差しを示させていた

だいております。それが全てにおいて成就した場

合は、政策が六つ連動して進んで成果が出てくる

わけですけど、これらについて最終的に政策レベ

ル及び将来都市像レベルで数値的な目標は掲げて

おりません。 

 先日、御指摘いただきましたように、人口等に

ついては掲げることが難しいとしてございますの

で、掲げておりませんが、私どもがそれぞれの施

策を実施し、政策としてくくったものが実現しま

すと、どのような形になるのかというものにつき

ましては、資料５に書いてあります。資料５の

９ページの将来都市像において、１０年後、この

ような部分まで到達させたいという思いといいま

すか、イメージでございます。安全・安心とか、

活力とか、共生とか、行財政といったこのような

部分において、各施策を展開した結果があらわれ

てくるというふうに捉えて、示しているところで

す。 

 ここが数字化されていない部分等については、

なかなか御指摘も多い部分かと思いますが、難し

いということから、数値的なものというふうには

しておりませんので、総合的にどのようにあらわ

れるのかということにつきましては、ここに書き

ました１０年後のイメージというものがそれぞれ

の見た方々においてはあるかもしれませんけど、

あらわれるといいますか、結果として目指してい

るものはここになっているというふうに説明せざ

るを得ないところでございます。 

○委員（谷津由尚）そういうふうにおっしゃる

だろうと思っていまして、例えば３ページの健康

づくりに自主的に取り組んでいる市民の方の割合

と、市民アンケートの結果で現状値が６６％であ

ると、目標値は１０％以上アップと。 

 ここで、例えば施策１で、「生涯を通じた健康づ

くりの推進と医療体制の充実」というこういう

テーマを掲げるのであれば、私は、この基本計画

全体に言えることなんですが、せめて財政運営プ

ログラムにどういう形ででもリンクする、あるい

は地域成長戦略にもリンクするというところはな

いと、そこがないと、これじゃ私はモチベーショ

ンにならないと思うんですけども、はっきり言い

ますけど。 

 例えば、ここで言う健康づくりに自主的に取り

組んでいる市民の割合の目標値を矢印ではなくて、

例えばここで言うんだったら、例えば将来的に

５年後、国保とか介護保険の例えば介護保険だと、
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適用金額といいますか、お一人当たり平均の、今

それは出ていますよね、数値が。適用された方は

全体の何％というのも出ています。そういう数字

を少しでも改善するという目標値を私は掲げるべ

きだと思います。 

 それを掲げることによって、最終的には財政運

営プログラムのところの扶助費のところで、これ

は効いてくるわけですよ。という計画を組まない

と、基本計画として私はなっていかんと思うんで

すけど、ここはいかがですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）御指摘の部分、

究極の部分で言いますと、基本計画と財政運営プ

ログラムの連動性というんですかね、そこの部分

に関してでございますけど。今回、私どものほう

が基本計画をつくるときに、部長が計画策定の冒

頭で申し上げましたけど、市民にわかりやすい形

でお示しするというために、目指すべき姿と成果

指標というのを掲げたところです。 

 一方、財政運営プログラムにつきましては、今、

既に策定してありまして、今後、取り組むべきも

のを、人件費を抑制しますとか、施設をしますと

かいう形を書いてございますので、基本的には基

本計画に掲げた目標を実施する場合に、財政的な

制約等もありますので、そこら辺については予算

の段階で調整を図っていくという形に、今、して

いるところでございます。 

 もう一つの言い方としますと、この目標を達成

するのに、逆の意味から、目標を１％上げるのに

財政的にどれぐらいの負担が強いられるかといっ

た部分については、積み上げをいたしておりませ

ん。 

 あくまでも、今の現状の施策のレベルから引き

上げるために取り組んでいきますというふうにし

ておりますが。それを取り組むに当たりましては、

お金とか体制といった部分をどのようにコント

ロールし、そこにはめ込んでいくのかということ

については、なかなか難しい点もありますので。

数字的な積み上げを現在のところやっておりませ

んので、今後、財政運営プログラムで単年度の予

算とか体制を見ていくときに、どの政策に優先的

に資源というものを充てていくのかというのを一

つずつ判断しながらお示しをし、方向づけしてい

こうかなというふうに思っているところでござい

ます。 

 そういった意味から言いますと、谷津委員が言

われるとおり、財政運営プログラムの中で、きち

っとこの政策に幾らお金と人をはめ込む、将来的

には収入が幾らふえるといった産業政策等も含め

て調整できればいいんですが、ここについてはか

なり難しいというふうに思っておりまして、あく

までも財政運営プログラムとして方向性を示す中

で、一方で施策ごとに目標を示しますけど、それ

をそれぞれの単年度の予算の中でうまく組み合わ

せて、サービスレベルが低下しないように、方向

性に沿った施策運営、財政運営ができるように組

み合わせていこうというふうに考えているところ

でございます。 

 ちょっと答弁にはなりませんけど、思いとして

はそういった形で整理をしております。 

○委員（谷津由尚）十分答弁になっていると思

うんですけど、ただ、全く私の期待どおりにはな

っていないという、それだけのことです。 

 じゃ、質問の切り口を変えます。例えば、今、

こういう健康づくりを自主的にとか、「生涯を通じ

た健康づくりの推進」というこの項目で関係する

質問としますと、例えば市民福祉部の職員の方が

大きくここにはかかわっていくわけですけど、そ

れじゃ日常の職員の方の業務を推進される中で、

例えば総合計画にのっとってやるという、基本計

画にのっとって５年間のスパンは動いていくとい

う中で、職員の方々がこれを見て、よっしゃ、頑

張ろうと、具体的にこういうふうに動いていこう

という目標に、そこまでブレークダウンしていな

いですよ。そこまですべきなんです。そうしない

と、日常の業務と基本構想、基本計画とが乖離し

てしまっては、私はいかんと思うんです。 

 済いません、乖離というのは表現が言い過ぎか

もしれませんが。例えば将来の姿がありますね、

本当にこれ抽象的なんですね。これは外れないで

しょう、こういう表現だったらまず外れないです

よね。どういうふうに情勢が動こうと、まず外れ

ないですね。そういう目標の１０年後の姿を書か

れていて、なかなか、うん、そうやなと思うんで

すけど、でも基本計画はそれじゃだめでしょう。 

 少なくとも、職員の方が日ごろ自分の業務を遂

行されるに当たって、これが指標にならないと、

私はどうするんですかということをまず言いたい

んですよ。先ほどおっしゃいましたね、市民の方

がわかりやすいようにと。わかりやすいようにす

るんだったら、目標を組むべきなんですよ。それ
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に対して目標値が今こうなりました、実績はこう

なったんですと、その変動差はこうなんですと、

これが一番わかりやすい説明でしょう。そう思い

ませんか、いかがですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）御指摘の部分は

ごもっともでございます。先ほど説明が足りなか

った部分をさらに補足させていただくと。今回、

それぞれの施策について、毎年、施策評価は実施

することという形で全体スキームを組んでいます。

施策ごとに、今、目標に対してどこにいるのかと

いうことを市民にお知らせする。また、施策を構

成する事務事業につきまして、事務事業評価をす

るという形にしてございます。 

 これは全事業、予算を伴う事業は全事業すると

いう形が、後ほど政策の６の４というところで出

てきますけど、そのようなことをビルトインとい

いますか、スキームとして入れておりまして。そ

れぞれの施策に従事する職員につきましては、こ

こに掲げました課題と目標に対して、どの事務事

業が最も優先度が高いのかというものであります

とか、事業を効率的にやることで、目標に近づけ

ていくのかといったことをＰＤＣＡというチェッ

クの中で十分発揮することで、財政的にはちょっ

と苦しい部分もありますけど、成果目標がつなが

るように仕組んでいるということになります。 

 委員の言われました、目標に対しまして現実的

に目標値に近づけなかった、もしくはなかなか到

達できないといった部分については、毎年の施策

評価と事務事業評価においてそこをチェックして、

また、この内容につきましては、基本的な考え方

としますと、住民の方々に施策の評価、事務事業

評価という形については公表することで、住民の

目からもチェックをしていただいて、私ども執行

部といいますか、施策を立案して実行していく側

のほうも内部評価とリンクさせて、成果が上がっ

ていくように努めたいというふうにしているとこ

ろでございます。 

 今回、特に矢印で市民アンケートの部分を示し

ているといった部分を具体的に数字化するかどう

かということについては、策定段階でもかなり議

論をいたしましたが、基本的には６０％台のもの

につきましては１０％以上上げること、５０％台

については１５％以上上げること、４０％台につ

いては２０％以上上げることということで、茫洋

とした形になっておりますが、議論の結果として

そうせざるを得なかったのが現状でございます。 

 具体的に、１％、市民のアンケートのレベルを

上げるのに、今実施している事業をどれだけ予算

をふやして事業量を上げていくのかというのを考

察するには、まだ事務事業評価とかも導入してお

りませんので、経験値といいますか、そういった

ものも見きわめることはできませんでしたので、

示し方としてはそのような形にしてございます。 

○委員（谷津由尚）政策評価と今おっしゃいま

したけど、施策評価、まず一つ目の質問は、言葉

に対してどう評価できるのかというのが一つ目の

質問です。 

 二つ目の質問が、今ここに成果指標が、市民ア

ンケートがあって、現状値があって、目標値があ

ると、目標値が１０％以上だと、これに対してＰ

ＤＣＡで回していくとおっしゃいましたけど、こ

れをＰＤＣＡで回すべきじゃないんですよ。そこ

は大きな間違いですよ、はっきり申し上げます。 

 これは現状をまとめた話であって、この現状値

に対してその原因は何なのか、その原因に対して

明確にしてＰＤＣＡを回さないと、ずれてしまい

ますよ。これに回したってだめなんですよ。そう

でないと、最終的に健康づくりに自主的に取り組

んでいる市民の方の割合というのは、効果として

あらわれないんです。そこは、ＰＤＣＡの着眼点

が違います。この二つ、質問ですけど、どうです

か。 

○企画政策課長（上大迫 修）ＰＤＣＡといい

ますか、事務事業評価をまず実施しますというふ

うに申し上げましたが、施策の目標というのがあ

りまして、その下部のほうに事務事業というのが

ございます。事務事業は、施策の目標に対して、

事務事業ごとにそれなりの目標値というものを持

っておりますので、それに対して到達できなかっ

た、できたかということをＰＤＣＡする、一つ一

つやっていくことが政策の目標値に対してどのよ

うに貢献しているのかと見きわめる方向になって

いますので、そのような方法で事務事業評価は考

えているところです。 

 施策につきまして、現状値をここまで伸ばすと

いった目標値的な示し方ですので、施策評価につ

きましては、アンケートについて、毎年、今後チ

ェックをかけていきますので、その数値の見方に

対して内部的な評価を実施して、分析いただくと、

市民の側からも見たときに、目標に対してきちっ
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とアプローチできているのか、改善されているの

かというのを見ていただくという形の考え方を持

っているところです。 

○委員（谷津由尚）目標値とおっしゃいました

が、施策の目標値というのは、済いません、

１ページ、２ページのこれでいくと、どこに当て

はまるんですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）３ページ、

４ページで言うと、左下の成果指標と目標値の表

中一番右側の矢印という形になります。施策によ

りましては、具体的に数字を示しているものがあ

りますので、９ページ、１０ページなどで言いま

すと、具体的に何ポイントまで持っていきますと

いう目標値になります。 

○委員（谷津由尚）一人で時間をとって済いま

せん。いずれにしても、表面的というか、成果指

標に対してＰＤＣＡでやる場合は、成果指標に対

して原因と対策というのをきちんと決めなきゃい

けません。その上で、それを中心にしてＰＤＣＡ

を回さにゃいかんわけです。そう思っています。

そうせんと、最終的にここに効果があらわれない。

そこの着眼点は絶対に間違わないでほしいと思い

ます。 

 願わくば、私が冒頭言いましたように、今から

でも遅くありませんので、これが達成した場合に

何がどうなるのかという、職員の方が日ごろ日常

の業務に反映できる、それをモチベートされるよ

うな財政運営プログラムですとか、そういう指標

に数字的に置きかえないといかんと思っています

ので、これはお願いをしておきます。 

 以上です。 

○委員（小田原勇次郎）私から、また別な観点

で、初日に部長が御説明をされました。今回の基

本構想、基本計画については、市民にわかりやす

い計画づくりに腐心されましたという御説明があ

りましたので、そこの部分を非常に是認する立場

から、考え方は基本計画についてはこれで私は是

認したいと思うんですが。今、谷津委員がおっし

ゃったようなそういう詳細の目標部分については、

毎年、皆様方がつくられる部局経営方針のいわゆ

るプラン・ドゥ・チェック・アクション、ここあ

たりをある程度全庁的に統一した手法で、今、部

局経営方針を見たときに、部局について定め方、

数値目標の掲げ方、いろいろとばらつきが見られ

ます。 

 そこあたりを、ある程度全庁的な取り組みの中

で指標を定めて、おのおの取り組んでいけると、

全庁的に取り組んでいけるという、ここらあたり

－基本計画の下にいろんな例えば介護の計画であ

るとか、いろんなまたブランチがつくじゃないで

すか、いろんな詳細計画が立っていくじゃないで

すか。あっこあたりの中で、いろんな数値目標で

あるとか、そしてそういう財政プログラムとのい

わゆるリンク、整合性、そこあたりを十分に詰め

て、そして毎年の、最初、冒頭で申し上げました

ように、部局経営方針の中で、毎年、ことしはこ

の目標に向かって進むんだ、既に今取り組んでい

らっしゃいますよね。 

 例えば、市民保健福祉の方々であれば、がんの

受診率をことしは何％に引き上げますというのを

部局経営方針で定めて取り組んでおられるはずで

す。そこの中において、ＰＤＣＡをきちんと市民

に対しても報告できるような取り組みにやってい

ただけたらなというふうに私は思うところであり

ます。非常に部局によってばらつきがあります。

部局によって考え方のばらつきがありますから、

そこらあたりをある程度全庁的な取り組みでやっ

ていただきたいというのが私の要望の１件です。 

 今度は質疑なんですが、今までの過去の基本計

画等を見たときに、今回の計画の中に国保会計の

健全性への取り組みという部分が欠落している、

介護は入っていますけれども、国保の健全運営が

前回の総合計画から漏れている部分があるんです

が、ここらあたりの取り組みについては、次期総

合計画の中ではどのように盛り込んで考えていか

れるおつもりなのかなと。これも非常に重要な問

題点でありますから、そこらあたりをお聞かせ願

えませんか。 

○市民福祉部長（春田修一）ただいまの御質疑

でございますが、私どももこれをつくる際に、国

保の取り組みという部分がなかなか入っていない

よねというようなこと等は検討したところでござ

います。 

 国保の部分につきましては、国が今大きく制度

改正をしているということ、それに基づいて私ど

もは制度に基づいた形でやっていると、それが結

果的に先ほどの議論ともつながりますが、医療費

とか、あるいは国保税、そういう部分にどういう

ふうにはね返ってくるかというようなことになっ

ておりますので、ここの中では生涯を通じた健康
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づくり－市民の意識を高めるということを、コ

ンビニ受診とか、夜間診療とか、そういう部分が

高まることによって、国保の財政運営にも起因す

るというようなこと等－で包含されるという思

いがございまして。ここの中では大きな取り組み

の中で、生涯を通じた健康づくりと医療体制の充

実、これが結果的に国保の健全的な体制にもつな

がるというような概念の中で考えているところで

ございます。 

○委員（井上勝博）構想と計画を見ながら思う

ことは、一つの大きなこれからの市政の指針をつ

くっていらっしゃるわけですけれども、ここで大

きな間違いをすると、１０年間、いわばそこで部

内でいろいろ検討される際に、間違った指針でも

って進んでいくということになるのかなというこ

とを一つ感じているところですが。例えば、今回

の第２章の施策１、生涯を通じた健康づくりの推

進云々と、ここの中で健康寿命を延ばすことの重

要性が、認識されているというお話があるわけで

すが。これは最近、安倍首相が言っていることで

すけれども、これを１０年間のいわば指針という

形にしていいんだろうかと。安倍首相というのは

そんな長くないと私は思っているんですけど。本

当にそういう言葉を指針の中に入れるというのは

どうなのかと。健康寿命については議論がありま

すよ、やっぱり。健康寿命というのは議論があり

ます。 

 いわばピンピンコロリという概念をこういう健

康寿命という形でつくったものだというふうに思

うんですけれども、生涯を通じた健康づくりの推

進という点では、ＷＨＯの中で社会的要因を重視

すると、健康をむしばむ背景にある貧困、格差、

労働環境の改善に向けて、国が責任を持つとなっ

ているわけで、国のところを行政と言いかえても

いいと思うんですけれども。そういう健康をむし

ばむ社会的要因という問題について、まずそのこ

とが論じなければ、ただ健康寿命を延ばすという

ことを言うだけでは、これは私はおかしなことに

なるんじゃないかなと、そのときそのときのはや

り言葉を使ったということになるんじゃないかな

というふうに思うんですよ。 

 政治の激動というのは、これからもどうなるか

わかりませんけれども、これは５年間の計画だか

ら、５年間という長いスパンの中で、こういう言

葉を使って、普遍的なものではなくて今使われて

いる言葉を使うというのは、後になってこれが否

定されたりした場合に困ることになるんじゃない

かというふうに思うわけです。 

 それから、先ほど国保の問題がお話にありまし

た。国保についても、今、国が行おうとしている

方向性でもって、ここでは検討していないという

ことになるわけですね。国保の問題というのは、

払い切れないほど高くなってしまった国保税とい

う問題が大きな問題になって、滞納者がふえ、資

格証とか短期証とかというのが交付され、滞納者

にはさらに収納のために、さまざまなペナルティ

というのが行われていると。そのことによって、

病院にかかりにくくなっている人たちがふえて、

そういう方々が重病化するというような問題点な

んかも、これは私はずっと普遍的な問題であると。

これをどう解決するのか。 

 国が今進めようとしている方向性というのは、

それを解決する方向になるんだろうかと、国保税

を低くするという方向になるんだろうかというふ

うに疑問点としてあるわけですね。そこに問題が

あるんだということを考えなきゃいけないんじゃ

ないかと。 

 それから、もう一つ。「コンビニ受診」という言

葉が４ページのところに書いてありますけれども、

これは最近の全国のケースの中で、息子さんが体

調が悪いということで救急車を呼んだんだけれど

も、電話での聞き取りの中で、大したことはない

ということで救急車の出動をやめたということの

中で、その方が死亡するというケースがあったそ

うなんですね。 

 これは恐らく氷山の一角だと思うんですけれど

も、「コンビニ受診」と言った場合に、これは大し

たことはないからというふうに思っていても、そ

れは専門家が判断するわけじゃないじゃないです

か。自分で判断したり、周りの人が判断するわけ

ですよね。しかし、それが重病であったり、専門

家が見たら、これは早く連れてくるべきだったの

に、なぜ連れてこなかったのかということにもな

るわけですよね。だから、コンビニ受診という言

葉の中で、本当に受けなきゃいけない方々の心情

の障害になっているという実態があらわれている

わけであって、コンビニ受診というのは私は使う

べきではないと。 

 子どもの医療費の問題で、中学生まで無料化す

る際にも、最初は中学生まで無料化ということを
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主張したときに、コンビニ受診を助長するものだ

という反対意見があって、結局、そのときは無料

にならなかったんですよね。しかし、後になって

中学校まで無料化されるということが起こってい

るわけで、早期に病院にかかるということが大事

だというふうに後で言われるわけですけれども、

コンビニ受診という言葉はそういうことの中で否

定されているわけですね。 

 今は、先日もお話ししましたように、高校卒業

まで無料にするという自治体が県内でもどんどん

ふえております。そういう目標こそ掲げて、これ

は後の子どもの支援の強化のところでありますの

で、また言いますけれども、以上です。どのよう

にお考えでしょうか。 

○市民福祉部長（春田修一）３点ほどお尋ねで

ございますが、健康寿命を使うことについてとい

うことでございますが、健康寿命につきましては、

皆さん御存じのとおり、健康上の問題で日常生活

が制限されることなく生活できる期間、この部分

を健康寿命と呼んでいるところでございまして、

これにつきましては県の計画の中にも、うたわれ

込んでおりますので、安倍首相の一時的なという

ことではなくて、大きな今後の考え方ということ

で整理されているというふうに考えておりまして、

私どもも今回、「平均寿命」という言葉も使われて

おりますが、今回、「健康寿命」と使ったところで

ございます。 

 健康寿命につきましては、介護につきましても、

先ほど言いました医療の問題につきましても、全

てにつながってくることだろうというような思い

がございまして、大きく目指すべき問題としては

健康寿命という言葉が適切じゃないかということ

で使わせていただきました。 

 それと、国保財政の部分でございますが、国保

財政につきましては、高過ぎる保険料というよう

なこと等でございますが、今、国のほうで広域的

な部分で出ております。県単位で運営という話が

出ておりますが、前回、新聞報道等でも、保険税

につきましてはそれぞれの自治体ごとに運営し、

健康に対する取り組みとか、そういうインセンテ

ィブを働かせることによって、保険税を加味する

というような国の中間案が出ておりました。 

 ただ、議員おっしゃいますように、私どもの思

いとしては、国保財政に起因するような制度改革

であってほしいという思いがございまして、財政

に対する支援についてはいまだ示されていないと

いうような状況等がございます。 

 国保財政につきましては、大きな国の制度の中

で運営されていくべきものと考えておりますので、

これらについては、今後、国の財政支援と県の財

政支援等も含めまして、見守っていきたいという

ふうに考えております。 

 それと、「コンビニ受診」の言葉を使うべきでは

ないんじゃないかというような御質問でございま

すが、救急車を呼ばれて運ぶ分については、基本

的に消防のほうでは断ることはないというふうに

理解しているところでございます。 

 ただ、私どもがここでコンビニ受診と言った部

分につきましては、平日が結局、仕事の関係、あ

るいは長時間待つ必要があるというようなこと等

で、安易に土日等を使われる、簡単にというか、

時間を待つことなくて受診ができるというような

部分について、コンビニ受診というような概念を

持っているところでございまして。医師会の先生

方とお話をする中でも、やっぱりそのような形で

かなり受診が多いというような状況等があるとい

うようなこと等から、広報紙等でも皆様方のほう

に啓発はお願いはしているところでございますが、

それをコンビニ受診を避けることによって、医療

体制の維持にもつながってくるし、医師の負担軽

減にもつながってくるというような思いも持って

おります。そういうことで、コンビニ受診を避け

ましょうというような表現を使ったところでござ

います。 

 議員がおっしゃいますように、救急車で必要な

部分については、当然に医療体制としても重要な

ことでございますので、それを阻害するというこ

とはあってはならないことだというふうには考え

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）最初の部分だけ、私の意見

も言わせていただきます。 

 ①の健康寿命については、その後に、「高齢にな

っても自立をして豊かな生活を送れるように、市

民一人ひとりが食事や運動、喫煙など生活習慣に

対する健康意識を高め、病気になりにくい健康な

体をつくり、維持していくことが求められていま

す」というふうに続いていて、健康寿命という考

え方というのは自己責任というか、いわばこの間

も議論になりました自助、共助、公助のうちの自
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助だけをここで書いてあるわけですね。 

 だから、先ほど私はＷＨＯの健康の問題、これ

を個人の問題だけで捉えるのではなく、社会的決

定要因を重視するという点では、この概念の中で

は、ないということになるので、私は健康寿命と

いう考え方というのは、こういうＷＨＯの指摘に

対する考え方とは、ちょっと反する考え方になっ

ているのではないかというふうに思うんです。こ

れは議論しませんので、意見として申し上げます。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

○委員（福田俊一郎）相当時間をいただいてい

ますけれども、基本計画の入り口のところですの

で、施策等もこれをもって始まったわけですので、

お尋ねしていきたいと思うんですが。特に、成果

指標と目標値については次のページからずっと入

ってきておりますので、基本的な考え方について

お尋ねしておきたいと思います。 

 まず、３ページの中での市民アンケートが三つ

あって、成果指標について、健康づくりに自主的

に取り組んでいる市民の割合とか、項目が三つあ

りますけれども。項目の選び方、項目のつくり方、

これはどういうふうに３項目をつくっていったの

か、この位置づけですね。いろんなデータをもと

にこういう枠組みをつくって、現状値、目標値を

示されていると思いますけれども、そこら辺の基

本的なところと。 

 あと、先ほど企画政策課長のほうから、現状値

が６０％台であれば１０％以上の目標、５０％台

であれば１５％以上、４０％台であれば２０％と

いうふうに説明をされたところでありますけれど

も。まず、現状値の一番の上の６６％はどこから

数字が来ているのか、以下、どこから７０％、

７３％、この数字がどこから来ているのかをお示

しいただきたいのと、それから目標値については、

繰り返しますけど、６０％は１０％以上というと

ころだったんですが、ここの一番上については

２０％以上と大きな数値を掲げているところです。

以下、上から２０％、５％、５％とありますけれ

ども、この目標値、なぜ１０％でなくて２０％な

のか。下の真ん中の７０％に対しての目標値が

５％ですけれども、なぜ１０％でなくて５％なの

か、この辺の根拠を示していただきたいと思いま

す。 

 以下、ずっとこの目標値があるんですよ。目標

の数値を掲げたほうがいいかどうかの議論もした

ということでありますけれども、先ほどの説明に

もかかわることなので、なぜこういう数値にした

のかですね。 

 以下、ずっとページが続きますけれども、ここ

で答弁ができなければ、長くなるようであれば、

また以下の数値の根拠についても、何らかの文書

等でも結構ですので、掲げておいていただければ

なと思います。 

 とりあえず以上です。 

○企画政策課長（上大迫 修）市民アンケート

によります現状値につきましては、本年５月の時

点で、これらの項目を掲げて市民アンケートを実

施させていただいた実際の測定値でございます。

３,０００人の市民の方を抽出させていただいて、

「健康づくりに自主的に取り組んでおられますか、

どうですか」と聞いた実数、把握した実数でござ

います。これにつきましては、毎年、当該年度の

年度末、もしくは翌年度の４月、５月、どのタイ

ミングになるかは言えませんが、毎回実施してま

いります。 

 それと、先ほど６０％については１０％以上、

５０％は１５％以上というふうに整理したところ

でございますが。基本的にアンケート調査におき

まして、恐らく８割以上の満足度の把握というの

はなかなか難しい部分が、満足度達成というか、

１００％というのは恐らく絶対ないという形でご

ざいますが。８割程度もかなり難しいということ

から、政策を掲げ、目標と掲げている以上、６割

強の方々の理解は得る、実施し、満足度を上げて

いくという基本的な考え方から、６０％について

プラス１０としますと７割になります。５０％で

１５％という形にすると６５％以上という形にな

りますので、おおむね６割を超え７割のレベルま

で満足度を上げたいという考え方、概念的な部分

でございます。 

 これを１％上げるのに、どれだけコストなり経

費は、かかるのかということは精査しておりませ

んので、市民の皆さんに対しましてそれぞれ役割

と分担を示しながら、約７割前後の方には施策と

しての目標について理解を得ていきたいという考

え方で、それぞれのランクごとにプラスオンした

数字で、約７割近くのところまで持っていきたい

という考え方で整理したものです。 

 市民アンケートについては、約７割という形の

整理の仕方をしておりますが、個別具体的なもの
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につきましては、実際の国の政策の動向とかを見

きわめて数字を置いたものもありますので、それ

ぞれの施策でそこはごらんいただきたいというふ

うに思います。 

○市民福祉部長（春田修一）一番最初の目標の

項目の御質問でございますが、これにつきまして

は、私どもが今課題と抱えておりますのは、先ほ

どと重複する部分もございますが、まず医師とか

看護師の不足、今、救急医療体制も維持されてお

りますが、医師の高齢化、あるいは看護師、助産

師の不足というような部分が叫ばれております。 

 また、小児科につきましても同じような状況が

あって、夜間診療につきましても、市内だけでは

なくて、市外からも本市の場合には来られている

というような状況等もございます。周産期にして

もしかりでございます。中核という形で、周産期

医療を済生会が担っている関係で、かなり医師の

疲弊が出てまいります。 

 片一方、がんの死亡率とか、非常に本市は高い

状況がございます。あるいは、脳卒中の状況、そ

れらを考えたときに、それに伴う医療費とか、そ

ういう部分も上がってくるんですが。これらを総

括したときに、どういう形で指標を持ってくるべ

きかということを考えたときに、まず市民の意識

が高くなっていることが全ての項目に波及してく

るようになるというような部分がございまして、

まず市民の意識の問題、それと先ほどコンビニ受

診も出ましたが、医療に対する意識が高まること

によって、医師・看護師の負担軽減につながると

いうこと。 

 それと、まずは、今、地域医療ビジョンの中で、

大病院とそれ以外の病院で役割分担という話が出

てきております。そういうことからすると、地域

包括ケアを推進するためには、かかりつけ医、在

宅医療が非常に重要だというようなこと等もござ

いまして、これが全ての今後事務事業を進めるか

なめになるのではないかというような思いもござ

いまして、この三つを設定したところでございま

す。 

○企画政策課長（上大迫 修）補足で説明をさ

せていただきたいと思います。 

 成果指標につきましては、右のページの施策の

方向性、または役割分担というのをイメージして、

それを住民の皆さんと共通の物差しとするときに、

何が最適かという議論をさせていただきました。

それが、今、春田部長が申された、取り組んでい

る内容や体制に対する認識、また実態の状態とい

う形で整理してございますので、施策の方向性と

役割分担をイメージしながら、市民の皆さんと、

この政策がどのように動いているのかを客観的に

分析をする、捉え、測定しやすいといった形をイ

メージして、整理をしたところでございます。 

 それぞれの施策の方向性で対応しているものも

ございますし、全体として見たものもございます。 

 以上でございます。 

○委員（福田俊一郎）まず１点は、先ほどアン

ケート調査をやっていきますよという話でしたけ

れども、これは当然、同じ方々に対するアンケー

ト調査を実施することによって、現状値を目標値

として掲げたものの達成度を見ていくというふう

に、今後のアンケートの実施については、そのよ

うに見て考えておっていいでしょうか。 

 それが１点と、あとはコンビニ受診の議論があ

りましたが、特にコンビニ受診等についても、こ

こに説明を先ほど春田部長のほうからありました

けれども、説明を入れておったほうがいいのかな

とも思ったところでした。 

○企画政策課長（上大迫 修）同じ方々にアン

ケート調査をやったらということでございますが、

同じ方に反復して５年間アンケートをやって、そ

ういう３,０００人の方を逆に抽出した中で同じ設

問をとらせていただく。そのため、特定の個人の

方に５回しますと、それぞれかなりシビアな形に

なるんですけど。 

市民の皆さんに趣旨を理解していただく意味か

ら、毎年、人が変わる無作為抽出になりますので、

数字の受け方というのはなかなか難しいものもあ

ろうかと思いますが、異なる方に毎年抽出する形

で調査をさせていただきます。 

 コンビニ受診につきましての注釈につきまして

は、整理をさせていただきたいというふうに考え

ます。 

○委員（井上勝博）先ほど言ったことですが、

右下の市民と行政の役割分担のところで、行政に

ついては社会的決定要因の重視、そして貧困と格

差の改善、労働環境の改善、これについて行政と

して努力するということは入ってしかるべきだと

いうふうに思うんですが、私の提案なんですが、

どうでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）私どもがここに
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実はコンビニ受診という表現を使っていますのは、

施策の具体的な内容というよりは、役割分担を市

民の方と分かち合うときに、コンビニ受診という

わかりやすい表現を使ってしておりますので、政

策の中身が少し違うのかなというふうに思ってい

ます。 

 委員の言われました社会的要因の国として行政

として責任を持つということにつきましては、施

策のベースといいますか、社会保障のベースにな

る部分でございますので、私どもは国民健康保険

でありますとか医療制度の上に立って、市民の健

康をいかに持続させ、その暮らしを守っていくの

かという形の部分でございますので、そのために

市民の方々に健康づくりに対する認識を持ってい

ただくとか、そういう立場で施策の具体的な現場

における展開をやっていくということですから、

ＷＨＯが言われている社会的要因の部分まで政策

の個々の部分に書き上げますと、かなりのボリ

ュームというんですか、訴えるときにかなり全て

について説明しないといけませんので、市民にわ

かりやすい形の基本計画とする中では、医療、健

康に取り組むときに、市としては何を入れます、

皆さん何をしてくださいというようなわかりやす

さを説明する中では複雑になり過ぎて、そこまで

の書き込みというのはなかなか難しいものだとい

うふうに考えているところです。 

○市民福祉部長（春田修一）今、背景にある部

分につきましては、例えば、この後でも出てくる

んですが、生活困窮者の自立支援とか、子育ての

医療費に関する考え方とか、経済負担軽減とかい

うような表現を使っておりまして、それを全部つ

なぎ合わせることによって、結局背景の改善とい

う形につながってくるというふうに考えておりま

して、ここで今、企画政策課長が申しましたよう

に、まとめ上げて記述ということではなく、それ

ぞれの施策の中で、それぞれの課題に対する取り

組みを書き込んでいきたいというふうに考えてお

ります。 

○委員（江口是彦）１点だけ、なかなか頭がつ

いていけないところがあるんですけど、総合計画

はちょうど下甑時代につくったときの思いを込め

ながらお聞きしていたんですが。従来型の総合計

画と、これからの１０年というのが期間的に妥当

なのかどうか、それぐらいもてるのかという気は

しますけど、とりあえずは１０年として。従来型

の総合計画というのは時代背景というか、成長型

の社会でしたから、どうしても総合計画で具体的

には配分計画というか、どう年次ごとに配分して

いくかとか、事業を進めていくかという、特に下

甑なんかの場合、そういうほとんどが補助事業と

か、国の離島振興計画とか、それにのっとって施

策を実現していましたから。だけど、今は成熟社

会に到達して、財政運営プログラムなんかとも、

非常に制約というか、連携しながら具体的な事業

を進めなければいけないという中での、１点目。

総合計画というのは、べき論というか、何をすべ

きとか、理念的なものがあるのかもしれませんけ

ども、従来型と特に違うというのは何なのかなと

いうことが一つと、それからいろんなところに、

高齢者等も住みなれた地域でいかに幸せに安心し

て生活していけるかということが強調されている

わけですが、どうしても薩摩川内市というのは鹿

屋とか八代とか、同規模のそういう自治体とも違

って地域性があるわけですね。 

 ゾーン分けして、例えば黒木に住む人、向田に

住む人、下甑の瀬々野浦に住む人、同じようなか

かりつけ医の問題にしても、医療一つとっても同

じような環境にいないわけですから。僕は気にな

っているのは、地域格差というのが先日も地域格

差が差別というか、格差ができてはいかんという

ことを言われていましたけど、これは単に大きく

なった薩摩川内市の各地域で平準化していくとい

うこととは違って、地域の特性をしっかり踏まえ

ながら、どう戦略というか、プロジェクトをその

地域ごとに、ここは大ざっぱには三つのゾーン分

けしてありますから。そういうゾーンごとに具体

的な施策をやる場合のプロジェクトというんです

か、そういうのも違ってくるのかなと、取り組み

方もというふうな思いがするんですけど。 

今の２点、従来型と今度の総合計画との基本的

な違いをどう認識したらいいのかということと、

将来的な薩摩川内市の地域性というか、ほかの市

と違う、１０万規模の市とも違う状況があるわけ

ですから、その辺をどう捉えていけばいいのかと

いうことと、ちょっと漠然とした質問になったか

もしれませんが、お願いします。 

○企画政策課長（上大迫 修）従来の計画と何

が違うのかということでございますけども、合併

したときにつくりました第１次の総合計画は基本

的に旧１市４町４村のまちづくりを継承するとい
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うことから、基本的には束ねた状態にありました。

１０年間、市政を運営してきまして、課題がそれ

ぞれ施策、一つ説明を申し上げますけど、施策等

の課題が見えてきておりますので、寄せ集めとい

った部分から、基本的には課題解決型の計画とし

て取り組んでいく必要があるというふうに見て整

理をしたところでございます。よって、平成

１１年から平成２０年の間に課題となっているも

のについて、めどをつけたいという課題解決型と

いうふうにしたところが１点。 

 それと、基本的には、これまで施策ごとの目標

というのは、市民の皆さんとまちづくりの目標を

共有するといった部分で目標値は掲げておりませ

んでしたが、目標を定めたということがございま

す。それは毎年チェックをするという形のスキー

ムを入れ込みました。 

 三つ目には、自助、共助、公助ということを、

地区コミュニティ協議会制度をつくりながら市政

運営をさせていただいておりますけども、役割分

担をそれぞれ明確にさせていただきながら、それ

ぞれの立場で取り組みを協働した取り組みができ

るような仕組みも入れ込ませていただいたところ

でございます。 

 低成長時代になっておりますので、財政的にも

制約がある中で、何に施策内のどんな取り組みに

力を入れるべきかということは、住民の皆さんと

目標を共有し、役割分担を整理しながら、それぞ

れがＰＤＣＡをしながら見ていきたいという思い

で、つくってきたところでございます。 

 それと、各地域の格差でありますとか、平準化、

特性をということがございましたが、これまでの

政策運営の中から見てきましたものは、地域にす

ぐれた資源があるという局面も見てとれる一方で、

それぞれのゾーンの弱みでありますとか、強みで

ありますとか、それぞれ見ております。財政的制

約がある中で、どのような力かげんでやっていか

ないといけないのかということがあるわけですの

で、今回、今説明させていただいた中で、甑地域

等につきましてもそれぞれのゾーンごとに課題、

医師の確保の問題、診療所施設の配置の問題、書

けるものは極力書く形で整理をしておりますが、

なかなか全体として表現しにくい部分等も確かに

基本計画をするところでございましたので、特性

を踏まえながらといった、ここに書けなかったも

のについては、毎年度の予算でありますとか、そ

れぞれの事業を具現化する段階で、地域にマッチ

した手法としてＰＤＣＡをうまく反省として生か

しながら、動かしていきたいという思いで整理を

してきたところでございます。 

 ちょっと答えにならなかった点もあったと思い

ますが、以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

○委員（川畑善照）将来像として１０年後を見

たときに、例えば成果指標と目標値とありますけ

れども、例えば医者が足らない、産科、小児科が

足りない、そういうのが地域によってどれだけだ

という、そういう目標値をつくらなければ、現実

に例えば甑に藺牟田瀬戸架橋が開通した場合には、

どういう体制でどれぐらいの医者が必要で、看護

師が必要だという、そういうところが見えなけれ

ば、目標が目標にならないような気がしてならん

とですが。行政としては、例えば、そういう僻地

なら僻地というところに医者が足らないんだった

ら、優遇措置をしなければ、当然そこに行く医者

というのは算術をされる方が多いわけですから、

人口密度の高いところに出さなければ合わないと。

だから、救急体制をどう持っていくかとか、そし

て例えば行政で援助をしながら医者を連れてきて

いただいて、看護師も面倒見ていくという、そう

いう目標値はないんですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）川畑委員御指摘

のとおり、小児科の医師が人口でどれぐらい必要

なんだというような数字を合理的にはじくことは

できますが、現実的にその地域で発生しておりま

すのは、大学病院やいろんな機関をいただきなが

らも、なかなか人を確保するというのが難しい状

況があります。 

 数字的に掲げたときに、そこら辺、対応をして

いけるのかどうかというのは、かなり難しいとい

うか、環境的には厳しいものがあるというのが現

実でございますので、個別の取り組みにおいて、

どれぐらい必要だというのはイメージしながらも、

目標としてそこに掲げるというのはちょっとでき

なかったというのが現状でございます。 

 地域における救急体制とか医療の関係につきま

して、個別具体的に書けないのかということの御

指摘がありましたけども、これにつきましても、

今、例えば甑地域の部分につきましては、地域の

皆さんと地域での生活支援、医療体制についてど

うあるべきなのかということで議論をしておりま
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す。 

 議論をした結果、そこにおいて必要な救急とか

消防とかの体制がどう築けるのかという答えとし

て見えてくるもので、そこを現段階において目標

をこんなにします、こんなにできますといった形

を行政としましても言えればいいんでしょうけど

も、なかなか難しい点がございますので。より市

民の生活に密着した部分で目標は共有したいと言

いつつも、行政サイドだけで答えを出せないとい

う部分もございますので、目標の、ここに掲げた

ところは、そういったところも踏まえて整理をし

てきているところです。 

 委員の言われます具体的なものについては、今

後、地域の皆さんと議論する中で、課題の共有と

いう形でさせていただく形にとどめたいというふ

うに思っているところです。 

○委員（川畑善照）やはり長期的になりますの

で、その都度ローリングをする中で、そういうと

ころの目標値も持っていかなければ、どうしても

看護師さんにしても医者にしても、そういうとこ

ろに行く医者には援助がなければ、恐らく行かれ

ないんじゃないかと、それを懸念するものですか

ら、今後のことは十分地域の住民の方々と話し合

って、ローリングに生かしていただきたいと思い

ます。お願いしておきます。 

○委員長（持原秀行）意見であります。ほかに

ございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員から御質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）以上で、施策１を終わり

たいと思います。 

 次に、施策２について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、５ページ、

６ページをお願いいたします。 

 施策の２、「安心して子どもを産み育てられる支

援の強化」でございます。 

 現状におきましては、三つの整理をいたしてお

ります。 

 ①でございますが、結婚・出産年齢の上昇など、

さまざまな要因によりまして少子化の傾向が顕著

になっておりますので、妊娠・出産に対し不安を

残したままの女性とか、若年妊娠などのリスクの

高い婚姻届け出が増加していることから、妊娠か

ら出産、育児の段階における多様なニーズに応じ

たきめ細かな対応が必要だというふうに考えてお

ります。 

 それと、経済的な面等も抱えております保護者

もふえてきておりますので、国、県の助成に加え、

市独自の子ども医療費助成等によりまして、経済

的負担の軽減を図るという取り組みが必要である

としております。 

 ②におきましては、子育て、保育ニーズのこと

になりますが、定員を確保しても、新たな待機児

童が発生する状況であることから、引き続きその

解消に取り組む必要がございます。また、安心し

て子育てができるように、また保護者の就労を支

援する点からも、就労体系や保育ニーズに応じた

さまざまな支援に取り組む必要があるというふう

な課題の整理を。 

 三つ目には、核家族化等も進み、周りに相談で

きる人がいないなどの環境が多く見られることな

どから、虐待や育児放棄につながることも懸念さ

れますので、相談体制の拡充にあわせ、教育機関

のみならず、地域や事業所などと連携することに

よって、迅速に対応できる見守り体制の構築が必

要であるというふうにしたところでございます。 

 これらの取り組みをすることにより、５年後に

つきましては、目指すべき姿、目標としまして、

子育てしやすい環境が整い、安心して産み育てる

ことができている状態に持っていきたい。そのた

め、それをはかるバロメーターとしまして、成果

指標、目標値につきましては、市民アンケートが

二つ、安心して産み育てることができると感じて

いる市民の方々の割合、また仕事と子育てを両立

できる環境が整っていると感じている市民の割合、

最後に待機児童数につきましてゼロを目指すとい

う形の目標値の設定でございます。 

 施策の方向性としましては、課題に対応して三

つでございます。 

 ①多様なニーズに応じた子育て支援の充実とい

たしております。出産・育児ができるように、母

子健康手帳等の交付や妊婦健康診断といった産前

の支援、また新生児訪問、母子相談、育児講演会

といった産後の支援等によりまして、母子の健康、

医療の充実を図りつつ、あわせて子育てに伴う経

済的負担の軽減を図っていくというふうにいたし

ました。 

 ②保育サービスでございますが、いろんなニー
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ズに対応するため、保育園の効率的な配置や放課

後児童クラブの積極的な活用など、保育サービス

の充実に努めることを明記いたしております。 

 三つ目に、子育て相談体制につきましては、現

状の相談体制や地域による見守りの取り組みを継

続しつつ、妊娠期から子育て期、切れ目のない支

援体制を整えるとともに、関係機関との連携の強

化を図ることといたしました。 

 施策体系につきましては、ごらんいただきたい

と思います。 

 次に、最後になります。市民と行政の役割分担

の部分で、市民の部分、「（市民）」では、出産・育

児に対する理解を深め、家族がともに協力し、子

育てに取り組みましょうという声かけを。「（事業

者）」につきましては、子育てしやすい職場環境の

整備に努めてくださいという点、「（地域・団体）」

につきましては、地域での子育て家庭への支援や

見守りについて努めていただきたい点を、行政に

つきましては三つでございますが、リスクの少な

い出産ができるよう、思春期からの教育を支援す

る点、二つ目には、相談体制の充実や経済的負担

の軽減などの支援の充実を図ること、三つ目には、

子育てしやすい環境づくりのため、育児支援の充

実に努めるという点を記載しております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い申し

上げます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑

を願います。 

○委員（谷津由尚）１点、質問します。 

 現状と課題の②の保護者の就労を支援する観点

から、就労形態や育児ニーズに応じたさまざまな

支援に取り組む必要があると、これが施策の方向

性のどこに適用されているのかをまずお聞きしま

す。 

○市民福祉部長（春田修一）今の御指摘の部分

につきましては、２の保育サービスの充実という

ところで方向性は示したつもりでおります。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）何でこういう質問をするか

といいますと、今、法律では、たしか産休とか育

児休暇の取得というのは２００名以下の事業所に

はこれ適用外ですね、たしか。ということは、本

市で言うと、大半の会社、事業所が適用外という

ことになっているわけですけども。就業環境のそ

ういうところからも私は非常に問題があると思っ

ていまして、６ページの下のほうに書いてありま

す「（事業者）」のところに、出産・育児に対する

理解を深め、子育てしやすい職場環境の整備に努

めましょうという、確かにこれは行政ではないで

すね。市民側の事業者としての呼びかけ事項レベ

ルになっているんですけども、行政としてそこに

何らかの考え方というか、政策を打つという、そ

ういう考え方はありませんか。 

○市民福祉部長（春田修一）なかなか今の御質

問については、厳しいところがあるのかなと思っ

ておりますが。ただ、今回、子ども・子育て三法

の改正によりまして、事業所保育－無認可にな

っているんですが、事業所保育、の部分につきま

しても小規模保育事業という形で、ただこれにつ

いては事業所だけではなくて、事業所外の子ども

たちも預かる必要があるんですが。そういう取り

組みをすることによって、運営措置費と申します

か、そういう形で支援制度もできたりしておりま

す。 

 そういう部分で、事業所への取り組みというか、

説明という部分はやっているところでございます

が。ただ、この部分について行政のほうとして、

事業者のほうに対しましてはお願いぐらいでしか

できないのかなというふうな考えは持っていると

ころでございます。 

 以上です。 

○委員（谷津由尚）今おっしゃった事業者に対

してお願いしかできないと、確かにそうなんです

よ。お願いしかできないと思うんですね。ただ、

お願いをどういう形で、どのタイミングで、どう

いう頻度でするかということなんです、私が申し

上げたいのは。 

 今は余りにもなさ過ぎると思っていますので、

もっとそれを市当局としてアピールする、せめて

産休の取得は事業所として何とかしていきましょ

うということを、薩摩川内市として出生率のそう

やって向上に努めましょうという大キャンペーン

を張っても私はいいと思うんですけどね。そうい

う形で話を盛り上げるような形で、ぜひ今からの

展開を期待したいと思います。いかがですか。 

○市民福祉部長（春田修一）今回、子ども・子

育ての話ではありませんが、さまざまな就労体系

に対する政策が打ち上げられておりますので、こ

れを機に、私どもも今御指摘があった部分につい



－16－ 

ては十分検討してまいりたいというふうに考えて

おります。 

○委員（井上勝博）現状と課題の中で、結婚・

出産年齢の上昇、住環境の変化、教育費の増加な

ど、さまざまな要因により少子化の傾向が顕著と

なる、大まかに言えばそういうことが言えるかな

というふうに私も思います。特に、教育費の増加

ということについては、やはり少子化にならざる

を得ない、３人子どもがいれば３人の教育費を考

えなきゃいけないというようなことで、どうして

もたくさんの子どもさんを欲しいけれども控える

という傾向にあるわけですよね。 

 しかし、教育費の増加に関しては、後の施策に

は特に触れるところがなく、どうするのかという

ことについてもないわけですね。それについては、

どういうふうにお考えなのかということです。 

 それから、もう一つ、２点目は、経済的な面で

子育てに不安を感じている保護者もふえており、

引き続き、国県の助成に加え、市独自の子ども医

療費助成等による経済的負担の軽減に取り組む必

要がありますと書いてありますが、ここまではい

いんですけども、もう一歩踏み込んでほしいとい

うことです、本当に。県内では、本当に何回も言

いますけど、本当ですよ、曽於市にしても、南大

隅町にしても、あちこちで高校まで、出水市もそ

うですね、高校まで無料化を進めております。 

 特に、曽於市は、独自に現物給付かな、現物支

給というんですか、これもやろうというふうなこ

とで、市長が公約をされたそうなんですね。市単

独でやるというのは難しいかもしれませんけど、

しかしそういうところで挑戦しようというところ

も生まれてきております。 

 ここはやっぱり踏み込んでもいいんじゃないか

なと。今まで、中学校卒業までというのを言って

きたんですけども、いつの間にかそういうことで

時代おくれになりつつあるということで、踏み込

んでいいんじゃないかと思います。 

 二つ、お願いします。 

○市民福祉部長（春田修一）二つの御質問でご

ざいますが、まず議題とは、ずれますが。うちの

合計特殊出生率なんですが、全国市の中で２４位

でございます。これは平成２０年から平成２４年

の平均値でございます。ただ、ここの書きぶりに

ついては、以前と比べると１.８６、全国で２４位

という順位性はありながらも、下がってきている

というような状況がございまして、書き込んだと

ころでございます。 

 また、リスクの高い１０代の出産とか、あるい

は母子手帳をとらない出産をされる方というのも、

急激な増加ではないんですが、２０人前後出てき

ているというような状況等がなかなか縮小しない

というようなこと等があって、課題として私ども

書いたところでございます。そういう状況等がご

ざいますので、御理解いただければと思っており

ます。 

 それと、２点目の子どもの医療費助成等につき

ましては、一般質問のときにもたしか井上議員の

ほうからあったというふうに記憶しております。

全国でも県内でも取り組みが見られるようになっ

てきております。財政的な絡み、あるいは制度、

いろんな事務手続等も踏まえながら、今後、検討

してまいりたいというふうに考えているところで

ございまして、そのようなこと等から、方向性の

中では子育て等の経済的負担の軽減を図りますと

いうような形で、基本的には現状を維持しながら

も、次のステップが可能なのかどうかという部分

についても、検討を進めていくということも含め

て書いているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）１点目の教育費の増加につ

いての御回答が、少し私はつながらなかったんで

すけど。もう少し教育費の増加について要因があ

ると。一人育てるのに、小・中学校、高校、大学

まで進めるのにかなりのお金がかかるということ

について、奨学金制度もいわばローンを組むよう

なものになっていますよね、教育ローンという。

だから、大学を卒業したら５００万円の借金を抱

えているとか、そういうことも出てきているわけ

ですよ。これが少子化の大きな障害になっている

わけですよね。そのとおりだと思うんですよ。そ

れについて、どのような方向性を見出そうとして

いるのかということをお尋ねしたわけですね。 

○企画政策課長（上大迫 修）ここは健康福祉

の政策のパートになっておりますので、そこの施

策としての入り口を整理するに際しまして、子ど

もさんがお生まれになられて、教育の分野までの

テリトリーをここで記載できておりません。でき

ないというのが現状でございます。 

 それに、実際の教育に関しまして、経済的負担

の部分を市のレベルの施策の中に個別具体的に書
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けるのかといった部分については、また５番目の

政策のところの議論になろうかと思っております。 

 議員の質問に対しましては、ここはあくまでも

健康と福祉、特に子育てをする健康医療に関して

の部分のパートとして書いてきておりますので、

子どもが生まれてからの教育に関しての要因をこ

この部分で書くという作業は行っていないところ

でございます。 

 ただし、全体として、新聞でありますとか、成

人するまでの間にかかる費用というのが出産を控

えるといった部分に影響しているといった部分に

ついては、市としても十分そこの部分については

理解をしているつもりではおりますので、今後、

どういった部分まで市町村行政として、そこにか

かわっていくべきかというのは大きな命題だろう

かというふうに考えているところでございます。 

○市民福祉部長（春田修一）今、企画政策課長

が申したとおりでございますが、市民福祉部とし

ましては、次の４の施策の中で、生活困窮者の自

立支援等の充実という欄を設けております。これ

は、来年の４月から、福祉事務所を設置するとこ

ろには必須事業という形で、相談体制をとれとい

う話になっております。 

 この中で、貧困の連鎖と、今、井上委員がおっ

しゃるのは、この部分だろうと思いますが、貧困

の連鎖というのも一つの課題に捉えられていると

ころでございまして。それらの相談体制、あるい

は支援体制ということも、この施策の中で、全て

ではございませんが、生活困窮の原因によって貧

富の連鎖が生じるというような部分があれば、こ

の中で相談体制、支援体制という部分については、

教育というのは別の観点から、この中で取り組め

ればというような思いは持っているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

○委員（中島由美子）ほかの施策とも関連する

のかなと思うんですが、安心して子どもを産み育

てる支援の強化ということで、少子化の一番根本

なところとして、出産年齢の上昇と、結婚を選ば

ない方々が男女ともにふえていますよね。そのあ

たりはどこか入ってくるのかというのが１点。 

 それから、先ほど谷津委員からもあったんです

が、やはり女性が働き続けていけない環境がある

ということですよね。そのあたりを行政だけでは

お願いしかできないとおっしゃったんですが、も

う少し実態をとって、なかなか産休補助を入れる

とか、また出産をしてからまた戻っていけるとか、

そんな整備が整ったところがどれくらいあるのか

とか、そのような調査というのはされたことがあ

るのか。 

 また、そうするためには、どんな支援ができる

のかとか、本当にそこが一番大事なところで、や

はり結婚を選ばない女性、または男性というのは

ふえていく傾向にどんどんあるのじゃないかと。

そこの部分が解決していかないと、確かに出生率

はそれなりにあるのかもしれないですが、これか

ら先の人口を少しでもふやしていくためには、若

い人たちがそれなりの年齢のときに結婚をし、子

どもを産み育てていける環境というのが一番根本

ではないかと思うんですが、そのあたりはどのよ

うに考えておられるか、教えてください。 

○市民福祉部長（春田修一）今、御指摘のあり

ました出生年齢の上昇、結婚を望まない夫婦とか、

そういう女性の増加というような部分についての

企業へのアンケートとか、あるいは女性へのアン

ケート、そういう部分につきましては正直とって

いないところでございます。 

 ただ、一般的に、平成２１年から平成２５年度

までの間に、待機児童数を少なくしようというこ

とで、４００を超える定数増を図ったんですが、

いまだに待機児童はゼロになっていないと。言え

ば、いろんな受け皿ができれば、逆に子どもを出

産するという機運もあるのかなというような部分

です。 

 それと、０、１、２歳の部分が待機児童数が多

いということは、働けなければならない、先ほど

企業の話が出ましたが、３歳までの産後休暇とい

う部分がなかなかとれずに、働かざるを得ない状

況が本市の中にはあるというようなのが顕著に見

えているところでございます。 

 なので、企業の意識、あるいは女性の意識、夫

婦の意識という部分も含めまして、御指摘のあっ

た部分については重要なことだというふうに踏ま

えておりますので、今後、十分検討してまいりた

いというふうには考えております。 

○企画政策課長（上大迫 修）実は、今、中島

委員のほうから御指摘があった部分については、

施策の体系を決めるときに、例えば少子化対策と

いう施策名称、人口減少対策というような施策の
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名称といった部分がきちっと議論できて、それぞ

れに必要な取り組みがイメージできれば、そうい

う施策体系もつくれたんですけども、現実的には

そういった部分は答えとしてまだ見えてこなかっ

たので、そういった施策にはつくれませんでした。 

 ここでは、子どもを産み育てる支援の強化とい

う施策の名称から見ていただきますことで、子ど

もを産んで育てる、その過程における支援の強化

を市としてはやっていきますという形を書いてい

ます。 

 井上委員も言われた教育の部分まで含めた、ま

た中島委員の言われた婚活みたいな部分まで含め

たといった部分というのを施策の一つの単位とい

うことで示すということがなかなか難しいでした

ので、個別の政策の組み合わせというんですか、

連携というんですか、その中でそれらにどのよう

に対応していくのかというのは、実行しながら考

えないといけないのかなというふうに思っており

まして、意見に対しての正確な答えにはなりませ

んけど、今、私どもが施策の体系の中では個別の

政策を複合的に組み合わせることで、人口減少と

か少子化対策に対して行政のやるべきことを展開

していくというような姿勢でしておりますので、

御指摘いただいた意見等については、その段階で

参考にさせていただきたいなというふうに考えて

おります。 

○委員（中島由美子）薩摩川内市の今後という

ことで、一番大事な部分かなと思いますので、本

当に一つの課だけでできる話ではないですから、

しっかり、また考えて、何らかの政策を打ってい

ただきたいなと思います。 

 あと一点ですけど、いろいろ書いてあるんです

が、今、児童虐待防止月間でもあるんですけれど

も。大変、虐待とかネグレクトというのも本市で

もふえている状況にあるということで、人権とい

うもの、女性に対する人権というのがなかなかう

まくできていない部分があるのかなと。アンケー

トを見ていましたら、そういうのは余り感じない

というのがあったんですけれども、でも若年妊娠、

１０代の妊娠を回避していくためには、それぞれ

が尊重し合うものがないと、これも施策になかな

か難しいものなんでしょうけど。教育分野の中で、

または家庭教育の中でという部分になると思うん

ですが、一人一人を大事にする、自分を大事にす

る、そのあたりの政策というのがこのあたりにも

かかわっていくのかなと思うんですが、いかがで

しょうか。 

○市民福祉部長（春田修一）人権につきまして

は、今おっしゃいます女性問題も含めまして、高

齢者、障害者、ハンセン病も含めまして、さまざ

まな人権の問題があります。ただ、本市の場合は、

それが表面的な部分に出ておりませんが、潜在的

な部分ではあろうかというふうに考えておりまし

て、それらの啓発ということで、ことしの６月に

は人権教育啓発推進基本計画をつくりまして、部

局をまたがった施策を進めていきたいというふう

に考えているところでございます。 

 女性問題という捉え方だけではなく、人権とい

う捉え方で、全ての人権をなくすというような考

え方で、庁内でもこの計画に基づいて推進をして

まいりたいというふうには考えております。 

○企画政策課長（上大迫 修）補足でございま

すが、基本計画の５１ページの政策でいいますと、

地域経営のベースに置くべきものとして、人権の

尊重でありますとか、男女共同参画といったもの

を位置づけておりますので、また、ここのパート

におきまして、その点、説明させていただきたい

と思います。 

○委員（江口是彦）１点だけ、特にここの項目

の中では、多様なニーズに対応した支援云々とい

うことが強く言われておるんですけど。ニーズ把

握ですよね、まだアンケート等でも把握されるん

でしょうけど。もっと積極的な、これは日常的、

例えば事業所等の聞き取りというか、意見交換、

そういうことも通してやっていく必要があると思

うんですけど。ニーズ把握の何か特に考えている

点とか、今のところアンケートのことなんですか

ね。 

○市民福祉部長（春田修一）ニーズ把握につき

ましては、企画のほうでも全市的な形で、抽出に

よりますアンケート項目としております。その部

分を今回の成果指標の中には入れておりますが、

個別には今回の子ども・子育て計画を策定する際

にアンケートを、ちょっと数字は覚えておりませ

んが、アンケートを実施しております。 

 また、事業者、雇用側の企業者へのアンケート、

聞き取りという部分はとっておりませんが、保育

事業所、放課後事業所、そういうところへの聞き

取り、ヒアリング、あわせまして今後、保育を必

要とする人にどういう保育の形態が必要かという
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部分で、改めてアンケートをとった後に出てきた

部分で、再度アンケート調査という形で、現状分

析はいたしているところでございます。 

○委員（江口是彦）ニーズ把握については、ポ

ジティブにというか、具体的な行政のやろうとし

ていることなんかを積極的に出しながら、それに

対する意見、反応等も把握していけるような方法

が。ただ、一般的にどういう課題がありますか、

どういうことでお悩みですかという把握の仕方だ

けでは不十分なんじゃないかなという気がします。

これは意見です。 

○委員（帯田裕達）４ページに、保育園の効率

的な配置とかあるわけですね。それと、先ほど春

田部長が保育所の定員増を４００人ぐらい図った

と、それ以上まだできるのか、定員増が。例えば、

敷地の面積、それから建屋の面積とかを含めて、

今４００人で待機児童解消に努めていると。それ

以上ふえたらどのような対策でやっていかれるの

か、そこも含めてですが、そして保育園の効率的

な配置がちょっとわかりません。 

 それと、待機児童の５３というのは現在ですか、

そこだけ教えてください。 

○市民福祉部長（春田修一）保育園の効率的な

配置でございますが、先ほどから何度も申します

が、子ども・子育て計画が来年の４月施行という

ことで、今、審議会も開催しながら、アンケート

調査を行いながら、審議会を開催しながら御意見

を伺っているところでございます。この中で、待

機児童数ゼロに対する施設整備計画ということで、

それもこの項目の中に上がっておりまして、本市

の中では、認定こども園も含めましてですが、新

たな保育園の整備は必要だというふうに現素案の

中ではしております。 

 片一方、私立幼稚園の活用という部分も必要で

はないかというふうに考えているところでござい

まして。今、現在、この５３というのは厚労省の

示した５月１日現在の待機児童数でございます。

それは３０分以内に、ほかの保育所があいている

んだけど、そこには３０分以内の中には行けるん

だけど、そこは望まない家庭の方は対象から除い

ています。ですから、あきがあればどこでもいい

ですよというような形で、厚労省の基準に基づい

てしている部分が５３戸であります。 

 ただ、具体的な園に申し出をされている部分に

ついては、２３０あるというふうに私どもは把握

しております。 

 ですから、２３０の待機児童数がいるというこ

と、それと私立幼稚園の中にも保育に欠ける児童

がいるということも思っております。それが約

２００いるだろうということが考えておりまして、

それらをどういうふうに解決するのかということ

で、先ほど言ったように、保育園の整備、私立幼

稚園の活用というふうに考えております。 

 それと、小１になったときに小１の壁という形

で出ておりますが。小１になって、先ほど言った

ように、保育園が預かり保育をしているのも百何

十人いらっしゃいます。そういうことから、就学

前、就学後も含めました待機児童の解消というこ

とで、考えていきたいというふうに考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○委員（帯田裕達）待機児童がおって、ゼロを

目標にするんですが。例えば、定員をふやしたり

してやっていかれると思うんですが、逆に今度は

受け側の保育所、幼稚園の保育士が不足している

というのも大きな要素にあるわけですが、その辺

はどのように考えていらっしゃいますか。 

○市民福祉部長（春田修一）おっしゃいますよ

うに、保育士の確保というのも非常に課題になっ

ております。審議会の中では、保育所に預けたい

部分については、優先すべきじゃないかとか、そ

ういう議題等も出ております。ですから、それは

保育士が不足しているからそういう議論が出るの

であるというふうに認識しておりまして、それら

も含めた形で、十分検討をしていかないといけな

いというふうに考えております。 

 それと、先ほど効率的な配置という話をしまし

たが、市街地だけに配置したほうがいいのか、二

つに分けて、甑島、市街地、本土、それ以外とい

うことでも論議をしたんですが。例えば、市外か

ら外のほうに、自然環境とかいう形でサテライト

みたいな整備をしたい、逆に周辺部から市街地に

サテライトみたいな形でしたいというような部分

等もございますので、待機児童の部分の効率的な

配置については、全体的な市全体で整備をするべ

きだというような結論で、今、素案はつくってい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（成川幸太郎）先ほどの中島委員のとち

ょっと重なる部分もあると思うんですが、今、少
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子化対策ということで、結婚した後のことだけが

出ていますけども、結婚していない男性がふえて

いる、男性、女性、これに対する対策というのは

ここの中には織り込めないのか、項目が違うのか

ということと、先ほど出生率は市の中で２４位と

いうことですね、全国の。 

かなり高い、平成１５年から平成１９年も、薩

摩川内市は１.７８ということになっていますし、

全国平均からすると結構高い出生率で、これを人

口置換水準の２.０７まで持っていくとすれば、日

本全国のいろんな意味からすれば、ちょっと早い

ペースで目標としてはできると思うんですが、そ

ういった目標は持って、少子化対策というのは多

少は考えていらっしゃるんでしょうか。 

○委員（小田原勇次郎）済いません、今、成川

委員がおっしゃったことで関連で、私も申し上げ

ようと思っていたものですから、現状と課題の中

に、結婚・出産年齢の上昇という表記がある以上、

結婚と出産年齢の上昇というのは一体不可分とい

う考え方で私は文章は捉えたんですが。 

そうしたときに、今までの一般質問の中では、

婚活という事業は社会教育課部門でどうのこうの

という部分が議論されてきたものですから、非常

にわかりづらい。 

 以前は、婚活というのは余り目立たない事業で

したけれども、近年は非常に重要な事業でありま

す。少子化対策の一環でも、春田部長、引き受け

てみられたらいかがですか。そして、それに必要

な補助事業等が発生したら、少子化対策で我々が

面倒見るよというぐらいの市民福祉部の太っ腹で

いかがでしょうか。追加で御質問いたします。 

○企画政策課長（上大迫 修）一番難しい命題

を抱えたようでございますが、少子化対策につい

て、成川委員、また小田原委員からも御質問をい

ただいております。少子化対策について、これま

で社会教育課のほうが、女性団体連絡協議会等の

活動の中で答弁してきておりましたけど、これに

ついて、今現在、企画のほうが政策上預かった状

態にございます。 

 今回、総合計画はそれに対して、先ほども答え

たんですけど、少子化対策、人口減少対策として、

一つの政策の中でパッケージ化することがちょっ

と難しいというふうに申し上げておりますので、

その状態は変わらないわけですが。今後、委員の

ほうから御質問のありました婚活等を含めた少子

化対策等については、どの政策に落とし込んでと

いった部分は今のところ言えませんけど、施策横

断的な取り組み、命題として、どのように取り組

むべきなのかという整理は急ぎたいと。それが、

婚活が少子化のここの部分に落とし込んでいくべ

きであるのか、それともまた人権みたいなところ

と関係するのかというのはありますけど、それぞ

れの施策内の事務事業という形で落とし込んで、

説明できる形まで整理を進めてみたいというふう

に考えております。 

 国におきましても、本年度、閣僚の一部のほう

から、いろんな少子化に対する補助金で、婚活事

業に対して県が計画をつくったり取り組みをした

りというのもありますので、そこら辺をどこまで

市町村が入り込んでやっていけるのか、県のほう

からもいろいろアドバイスをいただいているとい

うか、意見等も聞いている部分等がありますので、

今後の整理として、取り組みについてはきちっと

整理をし、どの施策に落とし込むべきかというの

は、実際、運用の中で整理をさせていただきたい

という答弁でお許しいただきたいと思います。 

○委員長（持原秀行）悩ましいところです。ほ

かにございませんか。 

○企画政策課長（上大迫 修）どこまで少子化

を上げたら、どこまで年齢層がふえたら、また地

域におられたら、人口の変動といったものにどう

いった影響があるのか、どこまで押さえ込んでい

くのかというような話の部分なんですけど、そこ

ら辺の分析というのはできておりませんし、難し

いというふうに考えております。 

 ただし、部分的に、合計特殊出生率であります

とか、２０歳から３９歳までの年齢層の分布とか、

そういったのを見ながら、政策部の動きと合わせ

て見ながら、取り組みはさせていただこうという

ふうに考えているところです。申しわけありませ

ん、数字的には分析は難しいようでございます。 

○委員長（持原秀行）よろしいでしょうか。ほ

かにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員から発言はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）以上で、施策２を終わり

ます。 

 ここで休憩をいたします。再開はおおむね１時
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からということでいたします。 

       ～～～～～～～～～～ 

       午前１１時４５分休憩 

       ～～～～～～～～～～ 

       午後 ０時５７分開議 

       ～～～～～～～～～～ 

○委員長（持原秀行）休憩前に引き続き会議を

開きます。施策３について、当局の説明を求めま

す。 

○企画政策課長（上大迫 修）では、資料の

７ページ、８ページになります。施策３、地域が

支える高齢者福祉の充実でございます。現状と課

題についてですが、①におきまして、２行目から

になりますけど、一人暮らしや高齢者のみの世帯、

認知症の問題等が増加しております。介護が必要

な状態にならないための取り組みを進める必要が

あるというのが第１段落でございます。 

現在におきましては、介護予防の取り組みを実

施しておりますが、今後さらに実施回数や開催場

所・内容等の－実際の介護予防に対します取り

組みの、実施と検討を進めるともに、地域の状況

に応じた介護プログラムの構築というのが必要で

あるというふうにいたしました。 

 ②におきまして、２行目後段になりますが、さ

まざまな社会参加の機会を提供することが重要で

ございます。さらに、３行目、地域で見守り、支

え合う体制を整備する必要があるというようにし

ております。そのために、関係機関が連携し、役

割を分担しながら、解決に向けた取り組みを継続

して実施いたします。持続可能な地域包括ケアネ

ットワークの構築を図っていくということにいた

したところでございます。 

 ③におきまして、介護保険事業につきましては、

居宅サービスの提供とともに、地域密着型サービ

スを含みます施設・居住系サービス施設の充実を

検討する必要があるというふうな課題認識でござ

います。 

 目指すべき基本目標につきましては、高齢者が

住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して生

活できている状態にもっていくことを目標といた

します。 

 生活指標、目標値につきましては、アンケート

調査におきまして、高齢者が安心して暮らせる環

境が整っていると思う市民の割合５３％と書いて

おりますので、プラス１５％以上を目標といたし

ます。また、介護予防事業の参加者につきまして、

特に、２次予防事業対象につきまして、全対象者

の今０.８％が参加いただいておりますが、これを

５％までもっていきたいという形での目標値でご

ざいます。このため、右側の施策の方向性といた

しまして、①に対応し、介護予防と生きがいづく

りの推進におきましては、介護予防を目的といた

します地域活動を立ち上げますとともに、地域の

状況等を勘案した介護予防の取り組みを、今後と

も促進してまいりたいというふうに考えておりま

す。また、高齢者の積極的な社会参加を促すため

に、それぞれの生活環境に応じた、生きがいづく

りを推進していくことといたします。 

 ②におきまして、地域におけるケアや支え合い

の推進の部分でございます。一つ目の２行目にな

りますけども、支援が必要な高齢者の把握に努め

るとともに、高齢者を見守り、支える活動の拡充

を図ってまいります。 

 二つ目に、関係機関等によります地域ケア会議

等を開催しながら、個々の課題の検討や支援につ

いての役割分担、地域課題等を検討し、解決を図

るための支援体制づくりを進めてまいります。 

 ③介護保険事業による居宅サービス等の充実に

つきましては、居宅サービスの確保を図りますと

ともに、施設によります施設・居宅系サービスの

充実に努めることといたします。 

 施策の体系は、ごらんのとおりでございます。 

 市と行政の役割分担の部分の、市民の「（市

民）」でございますが、地元行事への積極的に参加

を促し、また、見守り、支え合いについて相互に

取り組みましょうという点、「（地域・団体）」につ

きましては、社会参加しやすい環境づくり及び地

域で見守り・支え合うネットワークの構築に取り

組みましょうとしております。「（福祉事業者）」の

部分につきましては、高齢者が利用しやすい施設

環境の整備に努めていただきたい。 

 業種につきまして三つでございます。見守り・

支え合うネットワークの構築に努めます。二つ目、

相談体制を整備し、高齢者が住み慣れた地域で暮

らせるような体制づくりに取り組みます。三つ目

は、高齢者の生きがいづくりに取り組むという形

のさまざまな活動支援等を行ってまいりますとい

うことをいたしております。 

 施策３については、以上でございます。よろし

くお願い申し上げます。 
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○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑

を願います。 

○委員（成川幸太郎）非常に基本的なことをお

尋ねします。介護予防事業の中の２次予防事業対

象者という、２次予防事業というのはどういった

のを指して言ってますか。 

○市民福祉部長（春田修一）現在、６５歳以上

の高齢者につきましては、調査をしているところ

でございまして、その中で、要介護、要支援認定

までは至らない、その程度までは至らないという

人を２次予防支援者ということで言っております。

１次予防という部分につきましては、それ以外の

６５歳以上の高齢者を全てを対象にした分を１次

予防というような考え方で今整理はしているとこ

でございます。 

○委員（成川幸太郎）そのうちの０.８％しか参

加されてないということですか。 

○市民福祉部長（春田修一）今から介護予防に

つきましては、市民健康課がほとんどを担ってい

るところでございますが。その中で介護予防のい

ろんなメニューをつくりながらやっておりますが、

それを押しなべてみますと、全体の０.８％、高齢

者人口に対する割合が０.８％しか参加をされてな

いというような状況がございまして、これを上げ

る必要があるというような課題認識を持っておる

ところでございます。 

○委員（成川幸太郎）これは、その対象になっ

ている人が入っていないということなのか、元気

だから対象になっていないということなのか、ど

っちなんですか。 

○市民福祉部長（春田修一）これにつきまして

は、多分、２次予防の方の対象地域とか、そうい

う部分も、今、介護予防をやっている部分につき

ましては、一部の高齢者クラブとか、あるいは、

すこやかふれあいプラザとか、あるいは在宅介護

支援センターでやっているところでございますが、

限られておりますので、通える範囲内と申します

か、そういう部分が少ないというようなこと等で

この参加率が低いのではないかなというような思

いは持っておるところでございます。 

 なので、今後は、これらをより地域に密着した

といいますか、範囲が狭い中で、介護予防事業が

実施できないのかという部分を、今、第６期の介

護保険事業計画の中では考えているところでござ

います。 

○委員（成川幸太郎）ということは、今、自治

会単位でサロンを設立してほしいとか、高齢者ク

ラブをもっと多くつくっていってほしいとか、そ

ういったことをやりながら、その中でそういった

活動を展開するというような方向性で捉えていい

んでしょうか。 

○市民福祉部長（春田修一）今、サロンにつき

ましては、２次ということでなくて、１次予防と

いう形で実施しているところでございます。今、

介護保険制度が大きく第６期は変わろうとしてお

ります。そういうことから、もう１次とか２次と

か考えなくて、今、委員おっしゃいますように、

できれば自治会という単位が狭いんでしょうけど、

自治会では約６００近くございますので、なかな

かそこまで対応し切れない。それより、もうちょ

っと広いエリアの中でそういう事業はできないの

かということは考えているところでございまして。

そこについては、社会福祉協議会が地区社協とい

うのをそれぞれ４８地区の中につくっております

（後刻訂正発言あり。４２ページ参照）ので、そ

の地区コミ社協を活用しながら、そこの方々が地

域の人材とか、そういう資源を生かして、介護予

防的な部分ができないというようなことを、今ち

ょっと模索しているところでございます。 

○委員（成川幸太郎）地区社協というのは、各

コミュニティに全部できているんですか。 

○市民福祉部長（春田修一）済みません、私が

ちょっと認識違いがあるのかもしれませんが、社

協と話をする中では、その地区社協の考え方で今

つくっていきたいということで活動を進められて

という話はちょっと聞いていたところですが、ち

ょっとそこは私の勘違いかもしれません。確認を

とります。 

○委員（井上勝博）高齢化社会に対する考え方

というのが、ちょっとどうなのかなと。やはり、

長寿そのもの、高齢化ということについては、人

類の夢です。いわば人類は病気を克服し、そして、

どういかに長寿命というか、寿命を延ばすかとい

うことで医学の進歩があったわけです。そのため

に、昔は人生５０と言われておったのが、今は

８０。場合によってはもう９０近くというところ

まできているわけで、それそのものについては、

長寿を喜ぶ社会っていうふうにならなきゃいけな

いんです。だから、そういった観点が私は大事な
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のかなと。 

 少子化は、それは問題です。それに長寿命化が

ある中で少子化というのが問題なんです。少子化

によって社会全体の活力がなくなるわけですから、

だから、長寿命化というのは、本来ならば喜ばし

いことです。それをやっぱり基本に据えながら、

高齢者がいかに生きがいの持てるそういう社会を

目指すのかという、そういう観点というのは非常

に大事だと思うんですが、そういった観点ではな

くて、どっちかというと困ったもんだという感じ

を受けます、やっぱり。介護が必要になってくる、

お金がかかる、大変だっていう感じがします。や

っぱりそれの考え方を切りかえていく必要がある

と。一貫して、市の姿勢というのはそうですから。

長寿命化をそういうふうにお金がかかる、困った

ことだというふうに捉えがちなところがあるとい

うふうに思うので、やっぱり私は、その表現はど

っかでか考えなきゃいけないところがあるんじゃ

ないかと思ってます。 

 それから、ここでタイトルの中で、地域が支え

る高齢者福祉の充実というのが、もうメーンテー

マになっていて、結局、そういう高齢化が進む中

で、それを地域が支えなきゃいけないんだという

ふうにおっしゃるわけです。しかし、地域といっ

ても、地域全体がもう若い人がいなくなって、若

い人がどんどん中心部のほうに家を建てたり、転

居されたりという中で、集落全体が、いわばゴー

ルド集落というのがふえていっているわけじゃな

いですか。そのことによって、地域が支え切れな

いという事態があるわけです。だから、そういう

地域をどうつくるのかということになっているの

かなという感じがするんです。全体がもう高齢化

している中で、地域が支えるといったって、それ

地域自身が疲弊しているという感じがするわけで

す。そういったことについて、解決策というのが

見えないなという感じがするわけですが、その辺

はいかがなんでしょうか。 

○市民福祉部長（春田修一）長寿を喜ぶ姿勢が

欠けているのではないかということでございます。

ここの中で、冒頭、企画のほうからも話がござい

ましたように、ここ１０年間を経過して、課題解

決という形で考えているところでございます。 

 長寿化によって、うちの場合でも、女性が

８６歳、男性が７９歳、８０歳という形で長寿化

しております。その関係で、やっぱり施設が求め

られる方、あるいは一人暮らしの高齢者の方、あ

るいは高齢者夫婦の世帯という方がかなりふえて

きております。高齢者人口自体も１０万人に対し

てまして２万７,０００人ぐらい、一人暮らしが

６,７００人ぐらい、それと、夫婦二人暮らしが

１万１,０００人ぐらいというような状況がありま

す。この方々が、やっぱしアンケートの中でも、

施設に入っていても、在宅の最後は在宅でと、生

まれ在所でというような意向が非常に強うござい

ます。 

 そのようなこと等から、地域の中で最後まで生

活できる、そういう施策を打っていく必要がある

と。そのためには、かなりの人数でございますの

で、行政だけが手を出すということ、支援をする

ということは非常に難しゅうございます。そのよ

うなこと等から、地域ケアという概念の中で、国

も打ち出しておりますが、地域の中で、あるいは

高齢者自身の方がネットワークとかコミュニティ

の中に入り込んでいって、その中で、生まれ在所

の中で最後まで終の住処として生涯を閉じていた

だきたいというような思いがあるところでござい

まして、結局、結果的に長寿を喜んでないという

わけではなくて、そういう課題が見えてくるので、

そういう課題解決のためには、ここに上げた施策

が必要であると。元気な方は最後まで元気で、先

ほど健康づくりのところでもお話させていただき

ましたが、介護とか、そういうのを受けなくて、

自力で最後まで生活ができる方を一方では目指し

ながら、それが、高齢者の生きがい、喜びにつな

がるわけですので、それ以外の支援が必要な方に

ついては、行政あるいは地域の中で支え合ってい

くんだよというような考え方で、これは整理をし

たところでございます。 

○委員（井上勝博）地域で暮らすにしても、や

っぱり息子や娘が遠く離れていってしまうという

ことで、一人暮らしになったりとかいうことにな

るわけです。本当ならば、すぐ近くに家族が住ん

でいて、親戚が住んでいて、そして、お互いに見

守り合いながら人生を全うするというような地域

社会づくりが大事なんじゃないかと思うんです。

そういう点では、私は、ここのこの問題というの

は、まちづくりとの関係で関係があるんじゃない

かというふうに思っていて、その地域にやっぱり

バランスのとれたそれぞれの世代が住んでいらっ

しゃる、そして、それぞれの役割、若い人は若い
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人の役割、お年寄りはお年寄りの役割というのを

発揮しながら、地域社会全体が元気な地域社会に

なる、これと、高齢者福祉というのがやっぱり密

接に結びついていかなきゃいけないんじゃないか

というふうに思うんですが。そういう意味では、

まちづくり全体、均衡あるまちづくりということ

との結びつきというのが出てくるわけで、そこが

やっぱり大事なんじゃないかなというふうに思う

んですが、それ、お考えはどうでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）まちづくりの中

でバランスのとれたというか、高齢者の方も地域

に溶け込んで生活していくといった部分について

は、政策としてはそう考え方は同感だと思ってい

ます。 

 ただし、それぞれの地域において異なる環境が

ございますので、中心市街地には中心市街地なり

の高齢者の入り方、また、周辺部という言い方お

かしいけども、旧４町４村の地域のその環境の違

いというのもありますので。全体を捉えると、大

筋としては、地域が高齢者を見守っていく、また、

社会参加を促して一緒に暮らしていくという流れ

は、施策の本筋であるというふうに考えています。 

 個別のそれぞれの地域でどのようにできるのか

ということについては、やはり、施策を実行する

中で、地域に応じたような対応をとっていかない

といけない。特に、街なかでありましても、高齢

者の方が一人暮らしされている方等もありますし、

それをどういうふうに支えるのかという課題もあ

ります。 

 ４町地域等におきましても、過疎化が進む中で

担い手が不足しているという環境もありますので、

それぞれ細かな、かゆいところに手が届くという

言い方はおかしいですけども、そういった対応に

ついては、個別に議論していかないといけないと

いうふうに思っておりますので。要は、ここでの

政策の本筋としては、地域が高齢者の福祉を支え

ていくというような考え方のもとに、地域の皆さ

んに理解を求め、高齢者の方々も積極的に参加い

ただき、対応等に努めていただくといった形を考

えています。 

 それと、委員が冒頭申されましたけども、社会

環境の変化に社会保障制度というのがついていっ

てないという考え方は、ベースとしては私どもも

認識はしておりますが、制度的な部分を、ここで

こうします、ああしますとはちょっと言えない部

分とかありますので、大筋、社会環境が変化して

いく中で、市として取り組むべき方向としては、

やはり地域全体で高齢者を支えていく、また、そ

の中で高齢者に参加いただくというような方向性

でここの整理はさせていただいたとこです。 

○委員（井上勝博）市民と行政の役割分担のと

ころで、「地域での見守りを支え合うネットワーク

の構築を指示します」というふうに書いてあるわ

けですが、この地域での見守りという点で、その

世代の余りアンバランスがあってはいけないと思

うんですよ。今、おっしゃるとおり、私も聞いて

いて、そういうことは考えていらっしゃると思う

んですけれども。余りにも地域の中で高齢化ばっ

かりが、高齢化の人たちがふえ過ぎると、それを

支える世代がいなくなると、その地域社会全体が

成り立たなくなる、このネットワークができなく

なるわけですから。やはり、均衡ある地域、それ

をつくっていく。世代で均衡あるといいますか、

若い人が住める地域をつくると、こういう考え方

と一緒にならなきゃいけないというふうに思いま

すので、行政の役割としては、何らかの形で、若

い世代がどの地域にもいらっしゃるという、そう

いう地域づくりということと、あわせて考えてい

ただきたいなというふうに思います。これは、意

見です。 

○委員（江口是彦）１点だけ。１０年後の高齢

者福祉の姿というのがなかなか想像しにくいんで

すが、制度的にも、これから財政との関係もある

でしょうけど、ますます変わっていく可能性があ

ります。そういう中で、ちょっと気になるのが、

施設サービス、施設整備です。これは民間福祉関

係の民間がどんどん参入していろんな施設をつく

ったりされる場合は、その活用が非常に望まれる

わけですが、この民間進出は、どうしてもいい場

所、条件のいいところ、それから、条件のいいよ

うな施設、こういうとこに偏っていくんじゃない

かなという気がするんです。 

 それで、行政が、例えば、旧甑島４村でいうと、

三つを社会福祉協議会に委託しながら運営してい

る。１カ所、上甑島については民間がやっている。

だけど、非常に行き詰って運営自身が非常に厳し

い、上甑の場合も、実態を聞くと。 

 それから、社協自身もなかなかこれからの運営

に非常に課題が大き過ぎるということで大変だと

いうことを言われているわけですが、今後の、例
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えば２４時間サービスなんていうのは、なかなか

ここの市街地でもそう簡単には、民間が手を挙げ

そうな雰囲気でないですけれども、施設整備に関

してだけ、今後の見通しというか、行政の考え等

は何かあるんですか。 

○市民福祉部長（春田修一）施設整備の考え方

でございますが、今おっしゃいますように、民間

企業でございますので、ペイできないことには経

営が成り立ちませんので、やっぱしキャパの多い

ところに出るのは当然というふうに考えておりま

す。 

 ただ、地域密着型サービスにつきましては、私

どもは四つのエリアを設定し、川北、川南、東郷、

祁答院、樋脇、入来、それと甑島というような形

で、四つのエリアを設定し、それぞれに整備計画

を立てるというような形でしております。そのよ

うなこと等で、今まで、グループホーム、認知症

の方の施設でございますが、グループホームにつ

きましても、できなかった部分を、上甑、下甑そ

れぞれ本土、甑島に何床、下甑に何床というよう

な形で整備を進めてきたところでございます。 

 そのようなこと等で、甑島のほうでも、民間の

事業所さんのほうが手を挙げて今整備をされてい

るというような状況でございます。 

 ただ、今後の施設整備ということになりますと、

介護保険料と対になっておりますので、どんどん

施設整備をすることによって、介護保険料という

問題等もありますので、そこは本当に介護保険料

を払っていただく方の思いと申しますか、合意が

とれる部分と、施設整備とバランスがとれる部分

で今後進めていく必要があると思っております。 

 ただ、今後の大きな課題としては、先ほど申し

ました認知症の方がかなりふえてきてて、家族の

中での介護も非常に難しくなっているというのが

１点。それと、介護の重たい方、３、４、５の在

宅の方が、特老を待っていらっしゃる方が

１５０人ぐらいいらっしゃるという実態がありま

す。在宅での介護の限界ということも考えると、

施設整備も、ある一定の施設整備というのも保険

料を見ながら考えていく必要があるというふうに

は考えているところでございます。 

○委員（福田俊一郎）１点だけ聞かせてくださ

い。特別委員会の中で要配慮者について説明を求

めたところ、災害対策基本法の改正により、要援

護者の定義を幅広くというような答弁が返ってき

たところです。そこで、先ほど成川委員のほうか

ら、この２次予防事業対象者について質問があっ

たところですけれども、地域支援事業の特定高齢

者というふうにこれまで呼ばれたんじゃないかな

というふうに思うんですが、こういった合意につ

いては、やはり注釈を入れていただいたほうがよ

りいいのかなというふうに思いますので、これは

意見として申し上げておきたいと思います。 

 それから、さすがに議会にこうして提案をされ

た計画でありますので、誤字、脱字等は目につか

ないところですけれども、ただ、表記に若干統一

がないところがあるのかなというふうに思います。

今、この７ページと８ページの中で、現状と課題

の③の２行目に、「施設・居住系サービス」という

ところと、８ページのほうへ③の項目の上から

３行目、「施設居住系サービス」。中点があるのと、

ないのとありますので、こういう表記の統一はし

ておいていただいたほうがいいかなと。ほかに、

「人・モノ・金」といったところの文言があると

ころ、この基本構想の２ページと１０ページ等も

後でチェックをしておいていただきたいんですが。

中点と読点とありますので、そこは統一して表記

の揺れがないようにしておいたほうがいいという

意見だけです。 

○委員長（持原秀行）後で精査をお願いいたし

ます。 

 ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策３を終わります。 

 次に、施策４について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）施策４、資料は

９ページ、１０ページでございます。「地域で安心

して暮らせる障害社会福祉の充実」でございます。 

 現状と課題、①でございますが、３行目からに

なりますが、社会参加する機会が確保されていく

必要があるというふうに捉えて、その解決を図ろ

うとしております。また、最後の行になりますけ

ど、障害を理由とする差別の解消を向けた取り組

みを進めることが求められているという状況にご

ざいます。 

 ②でございますが、障害につきましては、早期

の発見、必要な療育及び特別支援教育等の支援が

できる体制の整備が必要であるというふうに考え

ております。 
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 また、③でございますが、るる書いてございま

すけど、最後の２行の分でありますけども、地域

に住む人々がともに助け合い、支え合う、思いや

りのある地域福祉社会の構築が求められていると

いう全体の解釈と対応を取りたいというふうに考

えております。 

 ４番目でございますが、先ほど話の中にもあり

ましたとおり、生活困窮者という部分がございま

す。雇用労働条件の厳しさが増す中で、生活困窮

者が増加する傾向にあるということから、生活保

護に入られるその前に、就労自立できるように関

係機関に連携を深めながら、その相談支援体制を

充実させていく必要があるという課題認識でござ

います。 

 これによりまして、目指すべき姿、５年後の基

本目標については、主体的、積極的に社会活動に

参加し、住み慣れた地域で、個人として尊重され、

生きがいを持って生活できている環境をつくり上

げるということでございます。 

 それから、市は、市民アンケートにおきまして、

障害者、子どもさんも含めてですが。に対する施

策サービスの市民の皆さんが見た場合の満足度と

いったものが、今５９というレベルでございます

ので、これを引き上げたいというふうに考えます。 

 また、避難行動要支援登録者、注釈、米の位置

にございますが。に対する補助者の割合、これが、

全体１００に対しまして６４％しかございません。

これを７０％まで引き上げたいというふうに考え

ております。 

 また、地域の支え合い活動を行っているボラン

ティア団体等の数を１１８から１５０まで引き上

げる取り組みをしたいというふうに考えます。そ

れが目標でございます。 

 次に、右側、施策展開の方向性は課題に対応し

ておりますが、一つ目に、障害者（児）福祉の充

実の中で、社会参加の促進や家族の負担軽減等を

目的とした障害福祉サービスの提供体制及び相談

体制の充実を図ってまいります。二つ目には、障

害者の就業機会の確保や事業者への啓発など、就

労環境の整備及び充実に努めてまいります。 

 二つ目でございます。障害の早期発見と、障害

児支援の充実でございます。関係機関の連携によ

りまして、障害の早期発見及び療育特別支援教育

等の充実を図ってまいります。 

 三つ目、地域福祉の充実ということでございま

す。これは、要支援者等に関する情報を地域福祉

の観点から幅広く活用するための周知を図り、避

難支援に対する連携、情報の共有に努めてまいり

ます。 

 二つ目は、民生委員、自治会長を中心とした地

域見守り体制の充実を図っていくことといたしま

す。さらに、ボランティア意識の高揚を高めると

ともに、活動の支援や人材の育成に努めていくと

いうこととしております。 

 四つ目でございます。生活困窮者の自立支援等

の充実ということから、生活困窮者自立支援制度

の機能拡充を図り、生活保護に至ることのないよ

うに、困窮者の生活再建に努めてまいります。 

 二つ目は、ハローワーク、企業等との連携を深

め、生活保護受給者の自立を支援するほか、必要

な生活水準の確保に努めますといたしました。 

政策体系はごらんのとおりでございます。 

役割分担の部分でございますが、市民の「（市

民）」の部分につきまして、障害福祉、地域福祉に

対する理解に努めていただきたい。また、地域社

会の一員であることを認識し、いろんな活動に参

加くださいということです。「（事業者）」につきま

して、障害者の積極的な雇用を、「（地域・団体）」

におきましても、これにつきましては、障害者の

社会参加を側面から支援してください。４番目の

「（福祉事業者）」につきましては、福祉サービス

の充実、生活環境の確保に努めてくださいという

ふうにし、行政におきましては、関係機関との連

携の強化、福祉サービスへの充実に努め、生活環

境の整備に取り組むこと、啓発、広報活動の充実

に努めること等を掲げております。 

 以上が説明でございます。よろしくお願い申し

上げます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑

を願います。 

○委員（江口是彦）１点だけ。高齢者福祉と違

って、この障害福祉というか、障害者の問題とい

うのは、介護者がちょっと違ってくるんですよね。

親とか兄弟が非常に介護というか、面倒、世話を

する立場にいるんですけど、そこで二つだけ。一

つは、これも、甑の知っている例からしか話せま

せんですけれども、甑では、どうしても親が高齢

になったり、もう自分の家に面倒見れないという

とき、施設に頼らざるを得ないんですけど。そし
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たら、施設が伊集院だとか、谷山だとか、鹿児島

方面の施設に入っている方が、私の知って入る範

囲では多いわけですけど。これを施設に入る人た

ちの支援というのがどう、市としてはやっていけ

るのかということと。 

 二つ目に、障害者とともに、身近で支援してい

る親とか兄弟、こういう人たちの声というか、相

談とか、相談窓口的なものをもっと充実させてほ

しいなと。やっぱりなかなか言えない、心配だけ

はされるんですけど、そういう自分の子どもを障

害者を残して自分が先にいってしまうということ

に対する思いをもって、みんな日々暮らしていら

っしゃる親御さんが非常に多いんですが。そうい

う親御さんとか兄弟とか、一番障害者の身近にい

る人たちのやっぱり支援というか、僕は相談をも

っと広げてやれるような、社会福祉協議会ででき

るのかどうか、そういうことも含めて、行政はす

る必要があるんじゃないかなと思うんですが、御

意見があったら。 

○市民福祉部長（春田修一）二つほどでござい

ました。施設入所に対する支援ということでござ

いますが、これにつきましては、今、施設に入る

際も、介護と同じように認定を受けるようになっ

ております。そして、施設につきましては、その

施設の出身と申しますか、施設に入る前の居住地

が施設の入所負担と、そういう部分はやっており

ますので、甑島のほうから、例えば伊集院に行か

れたり鹿児島に施設に入られるとしても、その施

設の分については、その支援の制度に応じての負

担を求められたり、所得に応じた支援を求められ

ておりましょうし、そこの措置費等については、

市のほうが支援をしているというような状況でご

ざいます。 

 それと、２点目、相談体制の充実ということで

ございますが、この相談体制につきましても、市

役所だけで窓口をしてたところでございますが、

２年前から、基幹相談支援センター、虐待支援セ

ンターを含めてですが、市内３カ所の可愛会、薩

来園、サニーサイドというような形で、市街部あ

るいは周辺部のほうにも相談ができる体制を整え

て、２４時間体制をとっております。 

 ただ、甑島のほうには、その相談事業所が、社

協さんも一時的な形では相談は受けていだだける

んですが、この本土的な形での相談体制が不足し

ているところがございます。これについては、現

在、今、民間の方が甑島のほうにもその支援セン

ターを立ち上げたいというようなこと等で動きが

ございますので、市としても、支援をぜひ開設し

ていただきたいというような思いがございますの

で、十分連携をとりながら対応をしていきたいと

いうふうに考えております。 

 ただ、それ以外に、もうちょっと地域に根ざし

たということになりますが、そこの分については、

民生委員とか、そういう支所とかを含めまして、

いろんな行政機関も含めまして、相談の窓口で対

応していきたいというふうには考えているところ

でございます。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

○委員（福田俊一郎）先ほど、この成果指標と

目標値について質問をさせていただきましたけれ

ども、現状値と目標値について、満足度というこ

とであれば、先ほど企画政策課長の７０％、

８０％ちょっと難しいところもあるんで、７０％

以上を目標に取り組みたいと、そこが目標だとい

うのはよくわかりました。 

 それで、この三つ目の、一番下の「地域の支え

合い活動を行っているボランティア団体数」があ

りますけれども、先ほど私が、「できれば文書でこ

ういったものを説明を」というのは、逐一、後で

またこういうのが出てくるんです。例えば、年間

の犯罪発生件数の目標値とか、一つ一つ説明を求

めるのはちょっと気の毒な気がして、もうぽんと

一覧表があれば、もう質問もしなくていいのかな

と思ったところでした。 

 そこで、例えば、このボランティア団体数につ

いても、現状は１１８ありますよと。将来

１５０ですよというのはわかりますけれども、た

だ、その根拠は、何で３２ふやすのか、そこがつ

かみ切れないところがあるもんだから、何の

３２ふやさんにゃいかんのか、その辺の説明が、

口頭でもいいんですけれども、こういったものが

後もどんどん出てくるもんだから、一覧表と言っ

たんですけども。とりあえずは、このボランティ

ア団体数、もし何か後でもう答弁しますと、何か

一覧表で答弁しますということであれば、それで

もう結構です。ここはもう意見だけにしておきま

す。 

 あえて言うと、そこでお話をしながら聞いとっ

ていただきたいんですが、あえて言うと、委員長、

済みません、１１ページの年間犯罪発生件数につ
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いても、３７４件を３６０件以下への、今、

１４件以下ちゃぁ一体何なのというような話にな

ってくるんで。ここでしよれば、切りがないんで。

この辺は、また何からの方法で説明をいただけれ

ばというふうに思います。また後で検討してくだ

さい。もう答弁は要りませんので、検討をお願い

しますということで、終わります。 

○委員長（持原秀行）ほかにありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 これで施策４を終わります。 

   ────────────── 

   △政策２ 快適で魅力的な住み続けたいま

ちづくりについて 

○委員長（持原秀行）以上で、政策１に基づく

基本計画の各施策の審査が終わりましたので、次

から、政策２に基づく基本計画の各施策に入りま

す。 

 それでは、政策２に基づく基本計画の施策の

１について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫  修）資料は、

１１ページ、１２ページでございます。政策の

２は、生活環境、快適で魅力的な住み続けたいま

ちづくりの中の１番目、「市民の安全確保と防災対

応の推進」でございます。課題を５つ整理してお

ります。 

 一つ目でございます。一つ目は、防災関係でご

ざいますけども、自主防災への意識や訓練の重要

性の啓発を行うともに、自主防災組織の訓練実施

を向上させていく必要があるというふうに考えて

おります。 

 また、災害時に避難する際、要配慮者の住所登

録を進めていく必要がある、環境づくりを行って

いく必要があるということでございます。 

 二つ目には、防火に関しまして、一人暮らし、

高齢者世帯への防火指導訪問等を実施しておりま

すが、引き続きそれを強化するほか、多種多様な

災害に対応できるように、関係施設や車両、消防

車両等でございますが、資機材等について年次的

な整備を図っていく必要がございます。 

 また、救命活動の実施率を上げていくために、

普通救急救命講習会等を実施するなど、救命率向

上に向けた積極的な対応が必要であるとしており

ます。 

 三つ目は、原子力に関してでございますが、事

業者に対し、安全な対策の充実強化を強く求めて

いくほか、原子力防災計画を実施するとともに、

市民の皆さんに対しまして、原子力に関する情報

の適切な提供を図っていく必要があるというふう

に整理をしております。 

 四つ目は、消費生活に関しまして、複雑高度化

する消費者問題等に対し、相談体制の充実及び関

係機関連携によります情報ネットワークの活用を

進めることで、消費者の被害の未然防止や救済に

努めることが必要であるというふうに整理をいた

しました。 

 五つ目は、交通安全等でございますが、交通安

全意識を高めるとともに、交通安全教育を充実さ

せる必要があるというふうにしております。また、

犯罪防止の観点からも、防犯等や青色パトロール

車によりますパトロールの実施等を今後も実施す

るとともに、関係機関の連携を強化していく必要

があるというふうに課題整理いたしました。 

 目指すべき姿、基本目標は、市民の安全が確保

される環境が整っているという形でございます。 

 成果の指標の目標値につきましてでございます

が、自主防災組織の訓練実施率は、現行３２を倍

の６０まで上げたいという考え方でございます。

年間犯罪発生件数について３７４ということでご

ざいます。人口が減りつつ、高齢化等が進みます

と、犯罪発生件数が伸びる懸念等がありますが、

これを下げたい、上がらないように下げたいとい

うことで、３６０件以下。交通事故発生件数等に

つきましても、最近、新聞等でございますが、高

齢者等の事故等もふえておりますので、そういっ

た意味からは、現状よりも下げた目標値といたし

ました。 

 さらに、市民によります救命活動の実施率、正

式には、括弧書きで心肺停止患者に対しまして、

家族等がバイスタンダーＣＰＲを実施した場合と

いうことで注釈にありますが、その割合が５０％

に至るようにしたいということでございます。 

 施策の方向性につきましては、五つでございま

す。地域防災力の向上につきまして、災害時にお

きまして、お互い助け合う互助意識の醸成、信頼

関係の構築など、コミュニティ活動の活性化を図

るとともに、地域主体の防災訓練の実施を促して

まいりたい。 

 二つ目に、災害に関しましては、正確な情報を

提供し、要配慮者等を地域で支える体制の構築を
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図ってまいりますということでございます。 

 二つ目、消防救急でございますが、防火指導訪

問や防災研修センター等におきます訓練の実施等

を通じ、火災件数の低減に努めること、二つ目に

は、適切な対応を図る上からも、車両附設資機材

の年次的な整備とともに、職員の資質向上及び防

災対応能力の向上に努めていくということでござ

います。 

 三つ目は、普通救命講習会等の積極的な実施に

よりまして、現場に居あわせた市民によります救

命率の向上を図っていきたい。 

 三つ目、原子力安全対策につきましては、事業

者に対する安全対策の充実強化を強く求めること

のほか、原子力防災計画の充実及び原子力に関す

る情報の提供を適切に行いますといたしました。 

 四つ目、安全な市民生活の確保につきまして、

消費者意識の啓発や正しい知識の普及に努めると

ともに、出前型や講座形式での研修会などを中心

とした学習機会を設けます。 

 二つ目に、関係機関との連携によりまして、効

率的な地域ネットワークを構築し、市民からの消

費生活問題等に関する相談に対し、適切に対応で

きる体制の充実を図ります。 

 五つ目には、交通安全防犯対策につきましては、

交通ルールやマナー、安全意識の向上を図るため、

関係機関と連携し、交通安全教室等の取り組みを

行ってまいります。そのほか、防犯灯の整備の促

進及び関係機関連携によります防犯活動の展開を

図るという形といたしました。 

 施策体系は以上でございます。 

 役割分担につきまして、「（市民）」におかれては、

自主防災組織、地域防犯活動に積極的に関与を参

加し、防災意識を高めていただきたい。また、交

通安全機能を高めることについても取り組んでい

ただきたいということでございます。「（事業者）」

につきまして、地域防犯活動への参加を、また、

「（地域・団体）」におきましても、自主防災組織

の活性化及び行政と連携しての防犯活動の取り組

みをお願いしたい。行政といたしまして、自主防

災組織の結成や活性化の推進を図ってまいります。 

 二つ目に、関係機関とのネットワーク強化及び

消防防災体制の充実を図ること、消費生活に関し

ましても、関係機関と連携をした相談体制の充実

を図ります。地域防犯活動を促進していくという

形を整理したところでございます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いしま

す。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑

願います。ありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑はないと認めます。

以上で、施策１を終わります。 

 次に、施策２について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）資料、１３ペー

ジ、１４ページでございます。「快適な地域を守る

環境対策の充実」でございます。 

 現状と課題、①につきましては、２行目におき

まして、ごみの排出量の増加が今後とも予想され

ますので、これに対応した取り組みを必要として

おります。 

 ４行目に、ごみの減量化・資源化に取り組む、

また、適切なごみ処理体制の構築を図っていく必

要がありますので、それを掲げております。同時

に、一般廃棄物最終処分等々、環境処理施設等に

つきまして、長期化導入老朽化対策の必要性が生

じております。 

 二つ目に自然環境につきまして、ラムサール条

約等に登録された貴重な野生動植物等の保存であ

りますとか、いろいろございます。特に、中段目

にありますけども、不法投棄等に関しましては、

苦情件数は減少しておりますが、今後とも、監視

及び地域美化活動の積極的な推進と担い手の確保

を図っていく必要があるというふうにいたしてお

ります。特に、身近な生活環境につきましては、

二行目にありますが、地域環境に関する情報の発

信でありますとか、学習機会の確保、関係団体の

自主的な活動への支援等が必要であるというふう

に整理をさせております。 

 目指すべき姿、基本目標は、環境保全に対する

意識が高まり、保全活動が実際に実践されている

というふうにいたしております。 

 生活指標と目標値につきましては、四つでござ

います。リサイクル率は現行１４％を１０ポイン

ト上げた２４％まで持っていきたい。１人当たり

のごみの排出量については８３４グラムございま

すが、これを８００グラム程度まで抑制したい。

快適環境づくり事業に取り組んでいる実施団体が

今４９団体ではありますが、３倍程度まで持って

いきたい。また、苦情処理件数につきましては、
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還元できるところまで取り組みたいという目標と

いたしております。 

 施策の展開方向でございますが、①ごみ処理対

策の推進におきましては、分別等に関しますマ

ナーの統一をさらに推進するとともに、ごみの排

出量の抑制、リサイクルの推進に取り組みます。

それと、適切なごみ処理等に対しまして、安全か

つ衛生的な収集運搬処理を継続実施いたします。 

 環境関連施設につきましては、延命化対策、適

正な管理に努めるということでございます。 

 二つ目の自然環境保全につきましては、外来生

物等ございますが、駆除活動を実施するとともに、

侵入にかかる情報の収集等により未然防止に努め

ていきたい。二つ目は、環境美化推進の皆さん等

によります監視や看板設置など、不法投棄対策の

強化を行っていくこと。 

③に環境学習と環境保全活動の推進についてで

ございますが、家庭、学校、事業所、公的施設な

ど、あらゆる場所と機会を通じて環境教育を推進

して、意識の高揚を図りたい。 

 二つ目は、花いっぱいまちづくり推進事業等に

よりまして、自主的・積極的な参加、環境美化活

動を推進したいということでございます。 

 施策体系はごらんのとおりでございます。 

 役割分担につきまして、まず、市民の部分でご

ざいますが、「（市民）」では、市民の皆さんに、ご

みの発生抑制、減量、分別の徹底をお願いしたい。

環境保全活動への積極的に参加をお願いすること。

「（事業者）」におきましては、ごみの発生の抑制、

過大包装等の抑制をお願いしたいということ。そ

れと、事業者周辺の環境に配慮した事業活動に取

り組んでいただきたい。地域の環境保全活動に積

極的に社会参加いただきたい。「（地域・団体）」に

つきましては、ごみステーションの適正管理等を

行っていただきたい。環境保全活動や環境協力活

動へ積極的に取り組んでいただきたいということ

でございます。 

 一方、行政におきましても三つ。ごみ発生を抑

制するための減量、分別の啓発徹底でございます。

加えて、環境学習に対しましての積極的な支援及

び自然環境、生活環境の苦情でありますとか、公

害防止に関します監視について対応していきます

というふうにいたしたところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑

を願います。 

○委員（谷津由尚）２点。この現状と課題のと

ころで、一般廃棄物最終処分場の埋め立て残容量

不足という、ちょっとこれについて、もうちょっ

と詳しく、どこが足りないのかというのをちょっ

と説明をお願いします。 

 それと、１日１人当たりのごみ排出量が

８３４グラムから８００グラムの目標値になって

ますが、８００にこれをすることで、例えば、環

境関連施設の老朽化が激しいんだけども、それに

対してどのような効果があるというそこが何かリ

ンクづけされていれば説明をお願いします。 

○市民福祉部長（春田修一）最終処分場の残容

量でございますが、現在、容量があと１年ぐらい

の容量しかございません。そのようなこともござ

いまして、昨年から県外への焼却灰等の搬出をし

ているというような状況があるところでございま

す。そういうことから、今後、新たな施設をつく

るべきなのか、それとも、別の方策があるのかと

いうことを検討しているところでございまして、

新たな施設をつくるとなりますと、かなりの経費

がかかりますので、そこの分について、再生事業

的な部分ができないかということで、今、調査を

しているところでございます。 

 それと、２点目です。８３４を８００にするこ

とによって、どのような効果ということでござい

ますが。今、焼却炉も経過年数をたっているとい

うことで、基幹改良工事をするということで、今、

設計に入ろうとしております。平成２９年度から

工事に入るということで、今調査、今後、ことし

の予算でもアドバイザリー契約等を実施するよう

な考え方でございます。そのようなこと等から、

この排出されるごみの量が減少することによって、

炉の延命化、そういう部分が図られてくるという

ような思い等もございまして、ごみの搬出量及び

リサイクル率の向上という形で目標にさせていた

だいたところでございます。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）基本計画って、向こう５年

間の計画なんですけど、県の産廃処分場にこの焼

却灰というのは持ち込めないということなんでし

ょうか、それが一つ。それと、１人当たりのごみ

の排出量８００グラムにするという、何かこれっ

て算定基準があるんでしょうか。ちょっとそこだ
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け教えてください。 

○市民福祉部長（春田修一）２点でございます。

県の川永野町の公共関与型の最終処分場へ持ち込

みができないかということでございますが、これ

につきましては、基本的に産業廃棄物ということ

で、県のほうで今されておりますので、基本的に

は、一般廃棄物についての焼却灰等についてはで

きないということになっております。 

 ただ、そこの分については、まだ協議をいたし

ておりません。可能性として全くないというわけ

ではないということで御理解いただきたいと思い

ます。 

 ただ、先ほど申しましたように、県の協議会が

出しております処理量に、本市からの運搬量を足

しますと、今、大分に出している部分と比べると、

若干、県外搬出のほうが安くつくというような状

況等もございまして、今、私どもとしては、経費

的なことを考えて、県外も視野に入れてる形でし

ているところでございます。 

 それと、この８００グラムにつきましての根拠

でございますが、これについては、循環型形成計

画というのがあるわけでございますが、その中の

目標でも８００グラムという形で出しておりまし

て、この根拠は、循環形成の中での根拠は何かと

言われるとまた非常に辛いところがあるんですが、

整合性を図るということもございまして、

８００を持ってきたところでございまして、これ

に対する根拠については、現在、持ち合わせてな

いというのが現状でございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

○委員（井上勝博）ここで取り上げられている

のは、主にごみと、それから、自然環境、不法投

棄など。そして、循環型社会というふうに言って

いるんですが。私は、公害の問題はどう捉えるか

ということはどうなのかなと思うんです。やはり、

騒音にしても、騒音公害とか、それから、異臭、

匂いなどの公害とか、それから、河川の汚れるよ

うな違法な排出だとか、そういったものもありま

すし。また、先ほどちょっと話題になりました産

廃処分場ができれば、つくられれば、それから、

産廃を積み込んだトラックなどが頻繁に、県内か

ら、各地から来ることになるわけですね。そうい

った問題なんかを位置づけられていないというの

は、どこか別のところを位置づけているのか、こ

こで位置づけていないのは何か理由があるのか。

ちょっとお尋ねしたいと思います。 

○市民福祉部長（春田修一）公害関係につきま

してでございますが、これにつきましては、行政

の取り組みの中で、最後のところに、生活環境、

自然環境の監視に努めますということで記載して

いるところでございまして、全体的な中では、自

然環境の保全と、環境保全化等の推進という中で

包含できるというふうに私ども考えているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）対策としては、行政側のそ

の中で、対策を努めますということなんですが。

しかし、現状認識として、我が市に、薩摩川内市

では、そういう公害問題ということについてはほ

とんどないというふうに、これを見ると、そうい

うふうに見えてしまうわけですが、そんなことは

ないんでしょう。現状としてはやっぱりそういう

苦情とかというのは、年間に寄せられる苦情とい

うのは多いんじゃないんですか、そうじゃないん

ですか。 

○市民福祉部長（春田修一）現状に対するお問

い合わせでございますが、現在、市のほうでやっ

ております部分につきましては、水質調査につき

ましては３２河川を毎年実施いたしております。

この中で、春田川を除き、水質の汚濁という部分

の結果は出ておりませんで、おおむね良好となっ

ております。 

 次に、悪臭でございますが、悪臭につきまして

も、３事業所を実施しておりますが、基準値内で

ございます。 

 ダイオキシン類についても、大気、土壌、地下

水、３地点を実施しておりますが、基準値内とな

っている状況がございます。 

 ただ、委員おっしゃいますように、苦情の件数

につきましては、２３年と２５年を比較しますと、

２３年が３７０件、平成２５年度が２４０件とい

うようなこと等がございます。その中には、大気、

悪臭、水質汚濁に対する苦情等が寄せられるとこ

ろでございまして、水質的には、検査結果として

は基準値内でございますが、苦情という形では

２４０件、２００件を超える件数が来ているとい

うふうに考えております。 

 そのようなこともございまして、私どもの今回

の計画の中では、環境学習という話、それと、監
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視体制という部分で、この中で記載をさせていた

だいたということでございます。公害というよう

な言葉は使っておりませんが、それらの生活環境

保持のための環境学習、そして、監視という形で

記載をさせていただいたところでございます。 

 以上です。 

○委員長（持原秀行）よろしいでしょうか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策２を終わります。 

 次に、施策３について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫  修）資料は、

１５ページ、１６ページでございます。施策の

３は、「安全安心な水の安定供給と生活排水の適正

な処理の推進」ということでございます。 

 まず、現状でございますが、①におきまして、

上下水道施設につきまして、長年が経過し、今後

におきまして基幹施設については、耐震化を推進

することが重要であるというふうに考えており、

あわせて計画的な改修によります長寿命化という

ことの命題もございます。引き続き、効率的な維

持管理に努めていこうというふうにしております。 

 「また書き」からでございますが、施設の維持、

更新の合理化、管理事務の効率化によりまして、

供給体制と経営基盤の強化を図っていく必要があ

るということでございます。 

 人口が減る中で、水道設備等々、大規模な施設

を保有しておりますので、このような部分がござ

います。 

 ②におきまして、水道事業につきましては、人

口減少、高齢化が進み、給水人口が伸び悩む中、

大幅な収益の増加が期待できませんので、また、

今後、多額の財政負担が予想されることからも、

持続可能な形で経営を強化していく、改善をして

いくということになります。 

 三つ目につきまして、生活排水につきましては、

３行目になりますけども、これまでも取り組んで

きておりましたが、生活排水の適正な処理を推進

する必要がございます。 

 一方、しかしながら、下水道施設等につきまし

ては、整備が進む中でも、接続率が伸び悩んでい

るような状況がございます。また、集合処理外の

施設では、くみ取りや単独槽から合併処理浄化槽

に切りかえが進んでないという状況等が見受けら

れます。そこで、生活排水の適正な処理の重要性

につきまして啓発を進めますとともに、下水道へ

の接続及び合併処理浄化槽の切りかえを促してい

く課題がございます。 

 目指すべき姿としましては、水道水が安定的に

供給され、生活排水を適切に処理することにより、

健全な水資源の循環が行われているというふうに

いたしております。ここでは、成果指標を目標と

しました四つを掲げておりますが、全て目標値の

数字となっております。 

 資産老朽化比率につきましては、一定の計算式

によりまして、現在４４％の老朽化率があります

が、これを下げて適切な更新まで、改修等含まれ

て下げるということで４０ポイントまで。耐震化

につきましては、水道管についてでございますが、

今現在６％のものを４倍まで引き上げるという形

でございます。また、水道事業につきまして、経

常収支比率については、１０９％を１２０％に抑

えるという形でございます。汚水処理人口普及率

につきましては、計算式、考え方等につきまして

欄外に注記がございますが、６８ .１％を

７４.２％まで引き上げるという考え方でございま

す。 

 施策の方向性については三つでございまして、

計画的施設整備と災害に強い施設整備という形で

ございます。効率的な水道施設の再構築のために、

計画的な更新とあわせて、基幹施設、水道管等に

つきましての耐震化を図ってまいります。 

 二つ目、持続可能な健全運営につきましては、

上水道と簡易水道事業の事業統合を図ることで、

スケールメリットを生かした事業の効率化を図り

ますとともに、民間への業務委託等も進めてまい

ります。加えまして、水道料金の適正化等を検討

し、将来の経営予測に基づいた運営が図られるよ

う改善してまいります。 

 三つ目、汚水処理人口普及率の向上でございま

すが、三つでございます。下水道施設の計画的な

整備を進めます。二つ目は、生活排水処理に関す

る意識啓発と下水道への接続向上を図ります。加

えて、合併処理浄化槽の設置と普及に努めますと

いうことでございます。 

施策体系はごらんのとおりでございます。 

 最後に役割分担の項でございますが、「（市民）」

につきましては、水道水を有効に利用して、水資

源の環境保全に努めていただきたい。また、生活

排水処理の重要性を理解し、その接続等について
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取り組みをお願いしたい。「（事業者）」につきまし

ても、美化活動や浄化活動に取り組んでいただき

たい。さらに、事業所から排出される排水につい

ては、その適正処理を心がけてもらいたい。「（地

域・団体））につきましては、水資源の環境保全に

努め、環境美化活動に取り組む人の輪を広げてい

ただきたい。それと、地域が一体となって下水道

への接続等を図り、環境改善に努めていただきた

いということでございます。 

行政といたしましては、施設の計画改修及び適

正維持を図るとともに、健全な財政基盤の確立に

努めます。二つ目に、定期的な水質の検査及び環

境調査によるなど、監視や指導の体制を実施に取

り組みます。それと、下水道施設の整備を進めま

す。さらに、接続に向けた啓発や推進活動等を取

り組んでいきますということでしてございます。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りました。 

 これより質疑を行います。御質疑を願います。 

○委員（谷津由尚）成果指標と目標値のところ

で、経常収支比率、これ現状値と目標値逆じゃな

いんですか。 

○水道局長（落合正浩）この表のとおでござい

ます。 

○委員（谷津由尚）水道局の財政のある意味、

エンゲル係数といってもおかしくなくて、一般的

には１００に近づくほどゆとりがないという数値

なのに、現状が１０９なんです。目標値が

１２０というのはちょっとわからないんです。こ

れ余計悪くなるわけですよね。悪くなる数値を目

標値というのは、私は、おかしんじゃないかと思

うんですけど、どうなんですか。 

○水道局長（落合正浩）委員おっしゃるとおり、

少子高齢化とか、要する節水型の機器等も出てま

いりまして、いわゆる料金収入というものが落ち

てくることは目に見えております。そして、耐震

化とか施設の老朽化ということで、経営につきま

しても、非常に切迫してきているということがご

ざいますので、その中で、経営のそういう効率化

等々の収支につきましても、より努力しながら、

いわゆるさっき委員が言われましたように、右肩

落ちていくスピードを非常に緩やかにしながら、

何とか安定した数字を求めていきたいという考え

でございます。 

○委員（谷津由尚）率直に申し上げます。この

施策の方向性のところで、「将来の経営予測に基づ

いた健全経営を行います」という文言を書いてお

られますので、そうであれば、この経常収支比率

のとこは削除してください。でないと、この施策

の方向性のこの言葉、何なんだということになり

ます。もうそれしかないです。今おっしゃってい

るのは、今よりも悪くなるんだけど、でも、頑張

っていきますよねということです。頑張ったうち

に入らないですよね。最低でも、今の現状維持で

すよ。目標値にならないです。これどういう御認

識ですか。削除をお願いします。 

○水道局長（落合正浩）申しわけございません。

ちょっと取り急ぎ参りまして、具体の数値を持っ

ておりません。この委員会の間中に再度整理させ

て、途中でまた報告させていただきたいと思いま

すけれども。 

○委員長（持原秀行）それで了解をお願いしま

す。ほかにございませんか。 

○委員（井上勝博）汚水処理人口普及率という

ところで、下のほうに注意書きがありますが、汚

水処理で基本的には合併浄化槽を使ったり、集落

排水事業を使ったり、下水道事業を使ったりされ

て、ほとんどの方がいらっしゃるというふうに思

ってるんですが、この数値というのは、６８.１％

ということは、３２％の方は、そういう汚水処理

はされてなくて、どういうふうにされているとい

うふうに理解してるんですか。 

○水道局長（落合正浩）一番わかりやすく申し

上げますと、くみ取りの方々がまだ多いというこ

とでございます。 

○委員（井上勝博）そうすると、例えば、生活

排水とか、そういうものについては、この数値の

中には入ってないんですか。 

○水道局長（落合正浩）生活排水も含んでおり

ます。先ほど言いました、要するに、便所だけで

ありますと、当然単独の浄化槽で処理できるんで

すけれども、今おっしゃるように、洗濯水とかお

風呂の水とかいったものは処理できませんので、

そういう全てにおいてなされていない方々がある

ということです。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策３を終わります。 
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 次に、施策４について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫  修）資料は、

１７ページ、１８ページでございます。施策４、

「次世代エネルギー技術の市民生活への浸透」で

ございます。技術の生活への浸透という形でござ

います。 

 ここにつきまして、現状と課題の書き方が多少

全体的になっておりますので、説明申し上げます。 

 最初、冒頭の部分で、「原子力発電所、火力発電

所が立地するエネルギー供給基地として、共生す

るまちづくりを進めてまいりましたが」というこ

とで書いてございます。２３年３月の事故以降、

エネルギーに対する市民の認識は大きく変化し、

エネルギーの多様性やその利用についての関心が

高まっているという現状を書いてございます。そ

の上で、次世代エネルギーの技術等を活用したま

ちづくりを進めるため、適切な土地利用に配慮し

ながら、次世代エネルギーの具体的な設備等の普

及を図りますとともに、関連産業の創出でありま

すとか、技術を生かした市民生活にかかわる事業

の創出などを目標に掲げ、次世代エネルギー計画

等をつくり取り組んできております。 

 これらの目標の達成には、市民、事業者、教育

機関、自治体等が一体となり、生活の分野、交通

の分野、まちづくりの分野、多面的な取り組みが

重要となるというふうにいたしておりまして、①

におきまして、一つ目は、関係機関等に対しまし

て、次世代エネルギーを活用したまちづくりに対

する興味や、理解を深めるための仕組みを構築す

る必要があるというふうにいたしました。 

 二つ目の課題といたしましては、エネルギー技

術の推進によりまして、市民生活様式の意識改革

を促す－生活内で取り組んでいくということを

意識を促す、ということでございます。同時に、

生活環境の快適性の向上や化石燃料への依存の低

減など、低炭素社会の実現へ向けて総合的に取り

組んでいく必要があるということで、施策の方向

性を示しております。 

 ③、「さらに」からでございますが、次世代エネ

ルギー技術に関する技術そのものがさまざまな形

で地域を支え、その持続性を高めていくための新

たな都市基盤そのものが、その持続性を高めてい

くための新たな都市基盤となるように取り組む必

要があるというふうにいたしております。 

 目指すべき姿、基本目標につきましては、次世

代エネルギー技術を日常生活にまず活用できてい

る状況まで持っていきたいということでございま

す。 

 成果の指標につきましては、三つ。一つは、市

民アンケートとし、省エネルギー対策や太陽光発

電施設導入に関する関心があるという市民の割合、

これ意識啓発の部分でございます。現在８５％が

関心があると言われている方をさらに５％程度引

き上げていくという考え方を持っております。目

標としております。 

 それと、太陽光発電設備の５０キロワット未満

の設置累計につきまして２ ,９６１件、１万

６,７７６キロワットアワーという形になっており

ますが。国のエネルギー政策なり、推進の目標と

リンクする形で４,９５０件、２万８,０５０キロ

ワットアワーのレベルまでを目標といたしており

ます。 

 さらに、次世代自動車の新車販売台数について

は、わずかではございますが、これを保有台数に

対しまして、新車の販売割合のほうを１５ポイン

トまで引き上げるよう働きかけたいというもので

ございます。 

 右側の施策の方向性につきましては三つでござ

います。次世代エネルギー技術に対する市民意識

の向上を図るため、ホームページ、広報紙等々、

エネルギーフェア等通じ、エネルギーの導入やエ

ネルギーの賢い使い方など、情報配信を図るほか、

スマートハウスなど体験型のプログラム等を使い

まして、興味や理解、意識の向上を図りたいと思

っております。 

 二つ目に市民生活への普及といった部分でござ

いますが、太陽光発電、スマートハウスなどの新

しい生活様式の普及を促進してまいります。 

 自宅からの乗車予約の構築など、公共交通の賢

い使い方等を促進しますとともに、環境負荷の低

いエコカーを導入したバス、タクシーや関連する

設備の導入を積極的に支援してまいりたいという

ふうに考えております。 

 三つ目に、次世代エネルギー技術の市民生活へ

の活用という点では、エネルギーの使い方にも着

目した生活支援サービス、見守りサービスなど、

生活様式を確立し、安全安心、快適な生活への活

動を努めていきたいというものでございます。 

 施策体系はごらんのとおりでございます。 

 市民、行政の役割分担としまして、「（市民）」で
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は、次世代エネルギーに関する理解を深め、導入

に関する積極的な検討をお願いします。それと、

エネルギーの導入と賢い使い方等を実践してみて

ください。「（事業者）」につきましても、次世代エ

ネルギーに関する理解度と認知度の向上を図って

ください。導入、使い方等の徹底を図りましょう

ということでございます。「（教育機関）」におきま

しても、次世代の子どもたちに対し、関連する教

育に取り組むという点、「（協議会）」につきまして

は、協力者ということになりますけども、技術開

発の成果を地元企業へのフィードバックに取り組

みましょうということでしてございます。行政に

つきましては、市民、事業者とのパートナーシッ

プを形成し、さらに、スマートコミュニティなど、

次世代エネルギー関連設備導入を積極的に支援し

ますということを示しております。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）この次世代エネルギーとい

う言葉というのは、従来の火力発電所も原子力発

電所も入っている概念なんです。ここで言われる

文章というのは、いわば福島事故以来、エネル

ギーに対する市民の意識は大きく変化していると

言いながら、次世代エネルギーの活用ということ

になると、やっぱり原発が含まれているというこ

とで、その辺ちょっと私はおかしいと思うんです。

次世代エネルギーに火力発電所と原発入っている

でしょう。そこ確認したいんですけど。 

○企画政策課長（上大迫 修）今回、次世代エ

ネルギーという施策名称を用いた中に、原子力発

電所、火力発電所のものが入っているかというこ

とでございますけど、含まれておりません。再生

可能なエネルギーという形での捉え方をしており

ます。 

○委員（井上勝博）今まで、次世代エネルギー

というのは、新エネルギー対策課でいろいろ報告

される中で、やはり火力や原発も入っていたわけ

ですが、それが入ってないとしたら、ちょっとそ

こは混乱してくると思うんですね。今まで、次世

代エネルギーという定義をしたときに、たしか原

発や火力発電所は入ってたと思うんですが、絶対

に入ってませんと言い切れますか、それは、どう

なんですか。 

○企画政策課長（上大迫 修）申しわけありま

せんが、資料の５をお願いいたします。資料の

５の６ページをお開きください。下のほうに米印

の７というふうに書いてございます。私どもが定

義しております次世代エネルギーとは、太陽光や

風力、バイオマス等の再生可能なエネルギーに加

え、未利用な太陽エネルギーまで含めた広い概念

としておりますが、書いているとおり、ここに原

子力という言葉は用いておりません。 

○委員（井上勝博）ここで構想の中で定義して

いる次世代エネルギーには入ってないということ

なんですが、今まで新エネルギー対策課でいろい

ろ議論するエネルギーの中には入っていたはずな

んですよ。そこはどうなんですか。 

○新エネルギー対策監（松枝賢治）これまで

私どもが伺っている範疇では、ここに書いてあり

ますように、次世代エネルギーというのは、新エ

ネ法で定義されておりますけども、そこに入って

いない海洋エネルギーを超えたところで次世代エ

ネルギーとして議論しておりましたので、これま

でも、多分、次世代エネルギーというときには、

火力発電所、原子力発電所は入っていなかったと

思います。 

○委員（井上勝博）私、じゃあ、今までの違い

よくわからなかったんですが、私は入っていると

思ってたんですけど。再生可能エネルギーのほう

が、私は一般的にようわかりやすいというふうに

思うので、この次世代エネルギーというのを再生

可能エネルギーというふうにすることはできない

んでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）これまで１次の

総合計画に基づき、特に次世代エネルギーにつき

ましては、体制を踏みながら、計画も別途策定し、

既に周知させていただいております。政策の方向

性としては、市民の方々にも、既成の事実といい

ますか、方向性として認定いただいておりますの

で、これを改めて再生エネルギーという形で捉え

て、表現を変える考えは持ち合わせておりません。 

○委員長（持原秀行）ほかに。 

○委員（成川幸太郎）次世代エネルギーという

ことで、以前も新エネルギー対策課のほうには、

水素を活用したやつというの、全然、薩摩川内市

では取り組まないんですかって聞いたこともあっ

たんです。ただ、今度は燃料電池車がここに入っ

てくるとすれば、水素スタンドをどこへどういう
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ふうに薩摩川内市としてするのかということも、

大きな課題にはなってくると思うんですが。経済

産業省は当面１００カ所、水素のスタンドをつく

るということを言ってますけど、薩摩川内市にそ

れをつくるような計画というのは今できているん

ですか。 

○新エネルギー対策監（松枝賢治）まず、水

素ステーションでございますけれども、確かに全

国では１００カ所目標とされておりまして、九州

管内では福岡県あたりを中心に水素ステーション

動いておりまして、商業用の水素ステーションが

１カ所運行したところでございますが、薩摩川内

市の中では、具体的にどうしようということは今

ありません。 

○委員（成川幸太郎）こうして対策監も来られ

て取り組まれているのに、一番、次世代エネル

ギーに対して取り組みを、市を挙げて取り組もう

というところに全然予定がないということは、何

かちょっと絵を描いた餅を追っかけているような

気がするんですけども。今後の計画として、以前、

何年か、数年前は、水素ステーション、全国

５００カ所に設置するという計画がちょっと経済

産業省断ち切れになって、今回新たに１００カ所

ということなんですけども。やはり、そういうも

のは積極的に取り組むということをしていかない

と、実際に新車販売も１５％に持っていこうとす

る中に、燃料電車車を入れていこうとすれば、や

っぱり必要じゃないかと思うんですけども、ぜひ

前向きに検討お願いします。 

○新エネルギー対策監（松枝賢治）次世代自

動車というときには、水素自動車も入っておりま

す。ただ、指標としては、まだ普及している状況

ではございませんので、指標としては、電気自動

車プラグインハイブリットの１５％という国の指

標を持ってきておりますけども、全体としては、

次世代自動車という中で進めていきたいと思いま

すので、そういったところも今後検討しなきゃい

けないというふうには思っております。 

○委員（江口是彦）この分野では、産学官連携

の取り組みというのが非常に重要だと思うんです

けど、大学が来年４月以降の動きに関して、一つ

は国際的に世界に活躍する大学、それから、もう

一方は、地域振興というか、地域のいろんな取り

組みに協力、支援する大学ということで、２分野

に分かれるそうですけど。鹿児島大学は地域貢献

というか、地域実態と一緒に貢献していく分野と

位置づけられたということで、その専門の担当の

先生は、先行的に薩摩川内市ともう動いているん

ですというふうに言われてましたので、ああ、そ

うなんだと。私がいたから、薩摩川内市の名前を

上げられたかもしれませんけど、かなり自信が、

そういうふうに自治体との連携というので、薩摩

川内市を一番目に上げられましたから、その辺の

動きというのは、もう来年４月からという、多分

国の予算の関係だと思うんですけど。ということ

ですから、もうそれこそ始まっていく動きだと思

うんですけど、その辺はないんですか。 

○新エネルギー対策監（松枝賢治）鹿児島大

学とは連携協定を結んでおりますし、鹿児島大学

様のほうでは、文科省様の補助事業で新しくＣＯ

Ｃセンターといって、産学官連携のセンターをつ

くられるそうなんですけども、それは、ことしか

ら動いていくと。その中で重点的な市町村をたし

か３市町村置いていらっしゃいまして、鹿児島市

が一つ、薩摩川内市が一つ、もう一つが、済みま

せん、屋久島だったと思いますけれども、三つ置

いておりまして。特に、薩摩川内市のほうではエ

ネルギー関係を重点に一緒にやっていきたいとな

りまして。この章とは違う章で、次の章で産業政

策がございますけども、その中で、産業連携して

いきたいと思っておりまして、早速エネルギー関

係で、新しく社会人向けの研修会といいますか、

講習講座ですか、そういったものを設けていただ

くようになっていらっしゃいますので、ぜひ連携

してさせていただきたいと思っております。 

○委員（川畑善照）この省エネルギー対策のア

ンケートのこれで、現状で８５％をまた５％程度

上げるとなってますが、これは、国の施策とも連

動すると思うんですけれども、例えば、ＬＥＤし

ていくのはもうどんどん進んでいくと思います。

ただ、太陽光とか風力とか、そういうのは、蓄電

池関係の問題もあるし、森林破壊の問題も出てく

るかと思いますが、そういうのはどのように把握

されているんですか。まず、それと、国の政策が

やはり買取価格とかで制限を加えてくるかもしれ

んですけど、そうなったときに、蓄電池関係の問

題、森林破壊の問題がある。 

○企画政策課長（上大迫 修）あくまでも私ど

もが掲げます次世代エネルギー技術の市民生活へ

の浸透といった中で、住民の方々に直接省エネで
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ありますとか、太陽光に関する関心を聞いており

ます。国は、当然のように、買取価格の制度設計

の最高の問題でありますとか、課題は抱えつつも、

エネルギー政策については推進するというふうに

方針は示してありますので、そういったのが進ん

でいく段階では、私ども薩摩川内市民にとりまし

ては、このエネルギー技術に関して、より関心を

上げていくという形で取り組んでおりますので、

その点においては、整合はとれているだろうと。

ただし、順風満帆に国がやっているのをスピード

と、考えているスピードと、こちらの市民の皆さ

んの理解のスピードが合うかどうかというのはや

ってみないとわかりませんけど、基本的には方向

性は同じですので、さらに５％引き上げるという

大きな目標を掲げて取り組んでいきたいというふ

うに考えております。 

○委員（川畑善照）今、申し上げたのは、蓄電

池の技術問題は進めばそれで安定供給できると思

うんですが。それと、森林、農林水産関係とも関

係してくるんじゃないかと思うんですが、そうい

うところなんかも全然眼中にないんですね。 

○新エネルギー対策監（松枝賢治）農林水産

関係では、昨年の１１月に、農水省が新しい法律

をつくっておりまして、農林水産地にそういった

ところに再生可能エネルギーを導入する際にはと

いうことで、うまく農業と再生可能エネルギーと

うまく両立するような形で、新しく法律をつくっ

ております。それが５月には施行されております

ので、そういったところも使いながら、バランス

のとれた再生可能エネルギーの導入を図っていか

ないといけないなというふうに考えているという

のは一つでございます。 

 もう一つは、バイオマス関係で、畜産関係のし

尿等も使いましたエネルギーとかも、うまく使い

ながら、そういったところでも可能性があればや

っていかないといけないというふうには考えてお

ります。 

○委員（井上勝博）先ほどの言い方を、質問を

ちょっと変えます。次世代エネルギーの中に、私

は原発は入ってたというふうな認識だったもので

すから、それはもう違うとはっきり言われたので、

私もう一回調べてみますけれども。ただ、ここの

中で原子力エネルギーをどうするのかと。いわば

再稼働については、議会として判断が示されてし

まったわけでありますけれども。しかし、将来的

な問題でいえば、使用済み核燃料の問題とか、さ

まざまな問題が原発にはあるわけです。この使用

済み核燃料がプールが満杯になるのは、もう

１０年もすれば満杯になるだろうと言われている

わけで、もはや原子力エネルギーというのは、い

わば過去のものというふうな、もうどうしようも

ないわけですから。というふうな、やっぱり私は

そういう認識でいるわけです。市として、原子力

エネルギーを、この１０年間という構想の中でど

う位置づけるのか。そこが非常によくわからない、

わかりにくいと思うんですが、どのようにお考え

なんでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）まず、ここの政

策の２、生活環境の４番で取り扱っていますのは、

次世代エネルギー技術の市民生活への普及という

ことなので、原子力、火力については一切言及し

ておりません。そして、市の政策におきまして、

原子力エネルギーをどうだ、火力エネルギーをど

うだという形について、施策上の位置づけはいた

しておりません。 

 だだし、冒頭、構想の議論のところの、本市の

現状と課題のところで申し上げましたとおり、原

子力発電所が立地することに伴う、住民の安全・

安心に対する考え方に対しましては、適切に対応

していくという課題に示しているだけです。です

から、市町村行政におきまして、原子力エネル

ギーをどうするということについては、一切の記

述はございません。 

○委員（井上勝博）再生可能エネルギーが注目

されているのは、ＣＯ２を発生しない、それから、

エネルギーの自給率という点でも純粋な国産であ

るということ、そして、エネルギーの枯渇がない、

常に供給されてくるということなので、原子力エ

ネルギー、化石燃料のエネルギーと違う、そうい

う特徴があるから、この再生可能エネルギーをも

っと活用しようじゃないかというふうなことにな

ってきているわけですね。 

 だから、そもそもそういう動機というのは、原

子力エネルギーや火力発電のエネルギーに対する

対案として再生可能エネルギーの普及が求められ

ているということだと思うんですね。この原子力

エネルギーについて曖昧な態度のまま、幾ら次世

代のエネルギーの普及をというふうに言っても、

私は市民に対する説得力というのは、非常に弱く

なるんじゃないかなというふうに思うんですが、
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それはいかがでしょうか。 

○企画政策課長（上大迫 修）ちょっと計画

ベースの議論になりますが、国の政策におきまし

て、エネルギー基本計画でありますとか、ベース

ロード電源であるとか、いろんな形ありますけど。

国の政策において位置づけられたものを、市町村

の総合計画の中で、原子力エネルギーとはどうい

う対応をとるんだ、どういうふうな政策的位置づ

けになっていくんだという話については不要であ

って、基本的には、既に整理されたものという形

の中で進めていっていいのではないかと。 

 それと、この中に、次世代エネルギー計画とい

いますのは、今後のまちづくりにおいて、重要な

キーワードとして議論すべきであるから、施策と

しての位置づけを行おうとしているわけで、その

導入の仕方が、その技術を市民生活の中に入れ込

んでいく。産業活動においての部分も一部入って

おりますけども、分野が違うところで入っており

ますけど、そういうふうな考え方でやっておりま

すので、改めて原子力エネルギー、火力エネル

ギーについて、政策上の整理というのは必要では

ないのではないかというふうに整理をしたところ

であります。 

○委員（井上勝博）国は、そういうベースロー

ド電源ということで位置づけているわけですが、

我が市町村にとってこれからどうするのかという

問題の議論ですので、私は国がそういう立場をと

っていても、自治体としてはどうするのかという

ことは考えてもいいんじゃないかというふうに思

います。 

 以上、意見です。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で、施策４を終わります。 

 次に、施策５について、当局に説明を求めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）よろしいでしょ

うか。政策２の施策５でございます。「公園等の整

備と良好な景観形成の推進」ということでござい

ます。現状と課題は三つに分けてございます。①

は、多少、文章、長くなっておりますが、地域内

の公園等につきまして、身近な憩いの場としての

活用、さらには、防災上の観点、観光利用等の関

係、幅広く利用されてきておりますが、一部にお

いては、施設の整備や利用形態などによる施設の

充実が求められている状況にございます。 

 一方、本市の中心を流れます１級河川につきま

して、昔から市民の憩いの場として親しまれてき

ましたが、近年、市民の価値観等が変化し、川に

対する意識や思いが薄れ、河川空間、水辺空間で

憩う市民の割合が少なくなっているところでござ

います。 

 しかしながら、一方で、現在進められておりま

す川内市街部改修等にあわせまして、本市のシン

ボルであります川内川の河川空間については、有

効活用するべく、水辺空間の創出を今後とも進め

ていくという考え方を示しております。 

 二つ目に、公園等の施設の維持管理につきまし

ては、指定管理者制度や住民また自治会の皆さん

等によります維持管理等に御協力をいただいてい

るところでございますが、今後も適正な維持管理

を行っていくとともに、施設の老朽化に対応した

計画的な改修や方針の必要性があるというふうに

考えているところでございます。 

 三つ目でございます。特に、景観に関しまして

は、長目の浜でありますとか、入来の伝建地区の

関係、藤本滝など記載のとおりでございますが、

今後も、景観重要資源等の指定によります整備、

保全、活用を図っていく必要があるというふうに

考えております。また、街並み景観につきまして

は、一般国道３号の無電柱化とあわせまして御陵

下地区の景観整備等を実施しておりますので、一

体的な景観形成を今後とも進めてまいりたいとい

うふうに思っています。引き続き、上川内地区に

おきましても、実施に向けた関係機関との調整を

していく必要があるというふうにいたしておりま

す。 

 目指すべき姿、基本目標としましては、良好な

環境が形成され、市民がいつでも気軽に利用でき

る空間がそこにあるという考え方でございます。 

 成果指標と目標値でございますが、市民アン

ケートにおきまして、「市内の公園は快適な環境が

整備されるというふうに感じますか」という問い

に対しまして、現在６７％でございますので、プ

ラス１０％近くの上昇を目標値というふうにして

示しております。 

 景観重要資産につきましての登録件数、現在

１０件でございますが、１５件までの引き上げを

考え、目標とするところでございます。このため、

施策の方向性は、①におきまして、河川空間の有
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効利用、市民の多様なニーズに対応したという形

で利用しやすい公園等の整備を進めてまいります。 

 二つ目に維持管理に関しましては、適正な維持

管理を行いながら、市民、企業等のボランティア

組織等によります美化意識の啓発、管理体制の構

築に努めます。二つ目の項になりますけども、計

画的な施設の改修や更新に努めることも方針でご

ざいます。 

 次に、景観の形成に関しましては、市民共有の

財産として次世代に引き継ぐためにも、良好な景

観を形成するため取り組みを推進します。特に、

景観重要資産等の指定や景観学習等に関する啓発

及び規制。事業の推進と関係機関と連携を図りな

がら進めてまいりたいと思っております。その実

現に取り組むというふうにいたしております。 

 施策体系はごらんのとおりでございますが、役

割分担の部分で、「（市民・事業者）」の部分につき

ましては、利用に努めながらも、ボランティア活

動等によりまして、維持管理に参加していただく

関係もしていただきたいということ、それと、身

近なもの等につきましては、愛着をもって保全美

化活動に努めていただきたいこと。それと、事業

活動等につきましても、景観の維持を配慮した取

り組みをお願いしたいということでございます。

「（地域・団体）」につきましては、同じように、

大切に使い、利用し、守っていただきたい。特に、

自然や歴史的、文化的な資産等につきましては、

保存、活用を図ってくださいということを示して

おります。行政の役割といたしまして、公園等の

整備、適切な管理の部分、二つ目には、市民参加

の啓発等を促していく部分、三つ目には、景観等

に関します情報の提供とか啓発の活動に努めてい

くといった部分を役割というふうに記述をさせて

いただきました。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）ただいま当局の説明があ

りましたので、これより質疑を行います。御質疑

願います。 

○委員（江口是彦）１点だけ。これも最近、島

のほうで話題になったことですけれど。公園等の

維持管理、この指定管理者の問題です。これを、

例えばグラウンドとかいろんな建物とか、という

のの維持管理と違って、指定管理する場合でも、

やっぱり地元のマイ公園というか、どうしても指

定管理に出すときには効率よくもう一つ一つをや

るというわけいかんから、もう全体を一括して業

者にと、力があるという－機動力があったり、

機械力を持ってたり、それから、社員をいっぱい

持っていたり、そういう、会社のほうが、確かに

効率よく管理できていくわけですけど。今度、話

題になったのは、やっぱり婦人会とか地元の自治

会とが年に何回かはボランティアでやっぱり清掃

活動して自分たちの公園、トイレを掃除してみた

りとかするわけです。だけど、普段は、ここはど

こが管理している、指定管理はどこどこだという

もんだから、草が一応管理しておったのかいと、

一歩引いて、不平を、不満を述べる立場になって

みたりしていると。だから、それを地元の自治会

とかボランティア組織でもいいんですけど、そう

いうところに一つ一つ身近なとこに管理させるよ

うな方式がいいんじゃないだろうかと、ぜひこれ

は言ってくれというようなことが一つあったもん

ですから言うわけですけど。マイ公園というか、

本当、そこの地元の人たちが常日ごろから散歩し

たり、子どもを遊びに連れていったり、そういう

場所として、自分たちで管理できる仕組みという

のも考える必要があるんじゃないかなという気が

します。 

 何かほかの指定管理と区別して、地域の公園に

ついては、細かに指定管理を、面倒ですけど、す

る方法もあるんじゃないかなと思って、あえてこ

こで述べました。 

○建設部長（泊 正人）ただいまの公園の指定

管理についてということがございましたけれども、

たまたまというか、来年の３月で指定管理の期間

が切れます。来年の４月以降、新たな指定管理者

を５年間決めるために、ことしも既に公募をかけ

まして、応募がありまして、各１１ブロックに分

けてあるんです。薩摩川内市、甑が四つで、あと

こっちが七つですか、１１ブロックに分けて、全

てのところに、コミの会長さんに入ってもらった

りしながら、選定委員会というのを行いまして、

全て終了いたしました。１２月議会に御提案して、

その選定を審議していただくことになろうかと思

いますが。その中で、１カ所だけが、東郷地域だ

けがコミュニティ協議会が手を挙げまして前回も

だったんですけれども、後はもう建設業者さんで

す、ほとんど。甑につきましては、里は里の業者、

上甑は上甑の業者さん、鹿島は、下甑から手があ

がっています。下甑は下甑でなっているんですけ
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ども。そんな中で、地元でもさせてもえらんかと

いうような話もございましたし、企画と話しまし

ても、今後指定管理を、そういうマイ公園みたい

な形でやる方向も検討しております。ただ、今回、

そこまでは行き着きませんでしたけれども、その

手を挙げた、指定管理者になるであろうと指定管

理者が、地元の自治会やコミ協に下請に出すこと

は不可能ですので、その取った額の中で、それは

十分考えを大きくして、我々はそれには対応がで

きるようにしていきたいと思っております。 

 今後は、今、江口委員おっしゃいますように、

そういう一自治会に一公園を任すというような方

法も大事なことだろうと思っております。 

 以上です。 

○委員（江口是彦）もう具体的に進んでいるこ

とで理解しますけど、今言うように、下甑は、

－もう鹿島から下甑まで、表裏含めて、青瀬、

長浜、それから、西山とか。もういっぱい公園と

かいろんなあれがあるわけです。それが、一業者

でざっとしているというのが、何となくやっぱり

地元の人にしてみりゃ、もっとちゃんとしてほし

いなと思ってみたり、本当は、自分たちでやるの

が一番いいんでしょうけど、なかなかその辺がう

まくいってないところもあるのかなと思ったもん

ですから、一応、これはもう終わります。 

○委員長（持原秀行）ほかにございませんか。 

○委員（川畑善照）市街地にホームレスが居つ

いたりして、前の頃あって、大変苦労したことが

あったんですが。それと、水洗の毀損、破損やら

あったんですけども、そういうのは、よく見て、

もちろん指定管理者に言ってあるんですよね。 

○建設部長（泊 正人）指定管理者からは毎月

報告書が回ってくるようになりまして、基本、毎

日、公園、トイレは確認をするように巡回はさせ

てあります。それで、伐採、除草なんかは月に

２回というのが基本なんですけども、それ以上に

やってもらっておりまして、ガラスの破損とか、

そういうものについては逐一連絡が来るようにな

って、建設整備課が動いて対応はしております。 

 ただ、ホームレスについては、今、向田にいる

んですが、向田の人に注意をしますと天辰に行く

わけです。今度また天辰を注意しますと、どこか

へと。これでイタチごっこになってまして、今、

福祉のほうともいろいろ協議をしているんですけ

ど。こちらで把握しているところで３名いらっし

ゃいまして、こっちも手をやいているという、回

答になっていないんですが、そういう状況でござ

います。 

○委員（井上勝博）ホームレスの話ですが、こ

れは、やっぱりすぐ生活保護とか何らかの手だて

をとってつないではいないんですか。 

○建設部長（泊 正人）私どもが把握している

方は、そういう生活保護の話もしてあげるんです

けれども、この人たちに限ってプライドが高くて、

それに乗ってこられないんです。 

○委員長（持原秀行）よろしいでしょうか。ほ

かにありませんか。 

○委員（井上勝博）公園の問題でよく聞くのは、

やっぱり公園自体が非常に狭い公園が多くて、大

きな公園は大きな公園であるんですけれども、例

えばボール投げは禁止するとかいう公園もやはり

あったりするわけです。若い奥さんからも相談を

受けて、やっぱり薩摩川内市には、そういう子ど

もを安心して遊ばせられるような公園が少ないで

すねというふうなことも指摘をされたりしていま

すが、ここの現状と課題の中に、薩摩川内市の公

園というのの公園の数とか、公園の利用とか、そ

ういった面で、どういう水準にあるのかというこ

とがちょっと明確ではないんですが、その辺はど

うなんでしょうか。 

○建設部長（泊 正人）実は、合併前の平成

１２年に緑の基本計画というのをつくって、その

後、合併後の薩摩川内市でつくらないといけない

んですけど、まだつくってはないんですが。この

平成１２年で目標値を市民１人当たり２０平米と

いう目標値に対して１２.３ぐらいです、現在のと

ころ。その後、合併しまして、若干落ちている状

況です。公園自体がそんなぽんぽんつくれないと

いうのもございます。 

 それから、基本的には開発公社が団地造成をし

たり、住宅造成をしたり、民間業者が宅地造成を

行ったり、あるいは区画整理で行う場合、その区

画整理を造成を行う区域の面積の３％は公園とし

てつくりなさいという基準もございますけれども、

まだ、１１、１２％ぐらいなんですけれども、類

似の団体としては、大体どこもそれぐらいの水準

で、２０％という高いところには、ちょっと追い

ついてないところが現状です。 

○委員（井上勝博）緑の基本計画の中で目標が

１人当たり２０平米ということですね。それはや
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っぱり合併前の平成１２年に、そういう計画を持

っていて、まだ達成していないということである

ならば、やはり、それは、現状の中で明記されな

ければいけなかったんではないだろうかと。その

緑の基本計画というのは、何年までの目標という

ことなんですか。 

○建設部長（泊 正人）何年までというあれで

もないんですけれども、そういう２０に対して

１２という数字はございます。ただ、現在のとこ

ろ、公園を新たにつくっていくということになり

ますと、どうしても、土地を確保しないといけな

い。中郷あたりの近隣公園にしても、天辰の近隣

公園にしても、区画整理事業の中で、減歩という

地方の中で公園敷地を生み出していますから、そ

の土地の買収費用というのが要らないわけです。

その辺を考えますと、今後、新たな公園を土地を

確保してつくっていくというのは、非常に厳しい

です。 

 それと、先ほど上大迫課長の話の中にありまし

た、長寿命化というのが出てまいりますので、現

時点では、この成果指標と目標値のところで、使

いやすい公園と思うというアンケートで６７を上

向きにしてありますけども、これも、そういう公

園の遊具の修繕、改修等を行ったり、指定管理者

による樹木の選定、除草等によって、とりあえず

今のところは現況の公園を充実していこうという

考え方で、この２０％になかなか近づけるのが厳

しいですので、ここではあえて１人当たりの公園

を、面積を幾らにしましょうという数値はちょっ

と出してないとこです。 

○委員長（持原秀行）よろしいでしょうか。質

疑は尽きたと認めます。 

○企画政策課長（上大迫 修）先ほど地区社協

の話と…… 

○委員長（持原秀行）ちょっと待ってください。

施策５を終わります。 

 それでは、先ほど水道局長のほうからのがござ

いましたので、報告を求めたいと思います。局長。 

○水道局長（落合正浩）大変申しわけございま

せんでした。先ほどは資料を持っておりませんで

したので、数値が大きくなれば経営が悪くなるん

ではないかというふうにちょっと逆に考えました

が。経常収支の比率と申しますのは、企業の収益

性を示すものでございまして、経常費用が経常収

益によってどの程度賄われているかを示すもので

あります。１００％を超える数値が高いほど経営

状況が良好と言えます。１００％以上であれば経

常利益が生じており、１００％未満であれば経常

損失が生じているという形でございまして、本市

におきましては、平成２８年度、失礼しました平

成２５年度がこの比率が１０９.４でございまして、

平成２４年度におきましては、１１２.３８％でご

ざいました。このような目標値を１２０といたし

ましたのは、平成２８年度に事業統合を今予定し

ております。本土地域におきましては、全ての簡

易水道を水道事業に一本化する、そして、甑を上

島、下島の２つを簡易水道に残すという形になり

ますが、本土地域が事業統合いたしますので、そ

れによります事業の効率化が図られるということ、

また、その事業統合にあわせまして、業務委託に

つきましても見直しをしていきながら、その辺で

効率化を図っていきたいと考えております。 

 要するに、収益を落とすことなく、費用を圧縮

する努力をしていく中で、この数値を求めたとこ

ろでございます。 

 ちなみに、１２０といたしましたのは、今申し

上げました要因があるということと、鹿屋市が

１２８、霧島が１２５という現在の数値がござい

ますので、少なくともこの類似の都市の数値には

近づけていきたいという思いもありましたので、

１２０という目標数値を上げたものでございます。 

 以上でございます。 

○委員（谷津由尚）ちょっと、私の記憶では、

経常収支比率は８０が適正という、何かと勘違い

したんではないかと思いますが、そうであれば、

今おっしゃったことは理解しました。 

○企画政策課長（上大迫 修）済みません、企

画政策課です。計画書の調整に当たりましては注

釈を入れて、通常の一般会計で言う財政分析上の

経常収支と、出納事業におきます経常収支、これ

定義が違っているようですので、きちっと説明で

きるように注釈を加えたいと思います。 

○委員長（持原秀行）お願いします。 

○市民福祉部長（春田修一）済みません。先ほ

ど成川委員の質問で地区社協の話をさせていただ

きましたが、私、全部の地区コミにあるというよ

うな思い違いをしておりました。確認をとったと

ころ、まだ半数には届かないんですが、地区社協

ができている地区コミと、できてない地区コミが

あるというようなこと等でございまして、社協の
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ほうも、全地区コミのほうに、できれば地区社協

を設置しながら、地域福祉活動を続けていきたい

というような思いがあったということでございま

すので、訂正させていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○委員長（持原秀行）以上、訂正の報告があり

ました。よろしいでしょうか。 

[「はい」と呼ぶ者あり] 

 以上で、政策２に基づく基本計画の各施策の審

査が終わりました。 

 ここで、議案第１１１号に係る審査を一時中止

します。 

────────────── 

△閉  会 

○委員長（持原秀行）本日の委員会は以上をも

って閉会したいと思いますが、御異議ありません

か。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（持原秀行）御異議なしと認めます。

よって、本日の委員会は、以上をもって閉会をい

たします。 

 次の委員会は、１１月の２０日、木曜日、午前

１０時から第３委員会室で開催いたしますので、

よろしくお願いします。御苦労さまでした。 
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